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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（第５次設工認申請書 p2422 等） 別図４ 別図４では、設工認申請

書に添付した保安品質保

証計画書に示すものと同

じ文書階層図を示してい

る。 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別図４ 保安活動関連文書階層図 

保安規定 
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保安品質方針注 施設管理方針 

規則 

注 安全文化の育成及び維持に関する事項を含む。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p128） 
(ﾊ) 事故に対処するために必要な体制等の整備 
(1) 体制の整備 
体制としては、夜間及び休日を想定した初期段階、緊急時消火班到着時の段階及び事業所防災組織の

要員参集後の段階の 3 段階の体制に分け、事故時の活動拠点の設置、適切な人員配置、資機材の割り振
り、事故の進展段階に応じた消火活動、救助活動といったソフト対応を行って、事故の進展、拡大を防
止する。このため、緊急対策本部、実施組織及び支援組織から構成する事業所防災組織に必要な人員を
円滑に確保し、指揮命令系統、役割分担、責任者等を明確化することにより適切な人員配置の体制を整
備するとともに、社外の支援を受けられる体制も整備する。 
(ⅰ) 実施組織として、施設責任者、技術係、除染係、工務係、放管係及び救護消火係を設ける。施設
責任者、技術係、除染係、工務係及び放管係には、技術支援の要員も含める。 
(ⅱ) 支援組織として、情報１係、情報２係、総務広報係、調達係及び警備誘導係を設ける。 
 
（加工事業変更許可申請書 p.7-21） 
(2)重大事故に至るおそれがある事故の拡大の防止 
また、初期消火活動を行う要員が火災発生の際に事業所内外から速やかに参集できる体制として、緊急
時消火班を設定する。対象者の選定に当たっては、公共交通機関の運行状況や道路状況が悪化した場合
でも早期に参集できることを考慮する。 

 

別図６ 別図６では、加工事

業変更許可申請書

に基づき事業所防

災組織を定めてい

る。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安教育の項目、時間は保安規定において定めるものである。） 別表１ 保安教育項目（第 23条関係） 

保安教育項目 

教育時間（注１） 

放射線業務従事者 その他の 

従業員等 加工施設の操作員 その他の者 

関係法令及び保安

規定に関すること 

（注２） 

原子炉等規制法及び関係法令 2時間以上 2時間以上 2時間以上 

加工施設保安規定及び下部規定、

許認可申請書 

臨界に関すること 基礎知識 0.5 時間以上 0.5 時間以上 （注４） 

臨界防止 対象外 

施設の構造、性能

及び操作に関する

こと 

加工施設及び設備の構造及び性能 1.5 時間以上 1.5 時間以上 対象外 

加工施設の操作及び管理 1時間以上 （注３） 

放射線管理に関す

ること 

基礎知識 0.5 時間以上 0.5 時間以上 0.5 時間以上 

被ばく防止・低減 

核燃料物質等の取

扱いに関すること 

核燃料物質等の取扱い、貯蔵及び

廃棄の方法 

2時間以上 2時間以上 対象外 

非常の場合に採る

べき処置に関する

こと 

原子力防災 0.5 時間以上 0.5 時間以上 0.5 時間以上 

緊急時に係るその他の事項 

品質保証に関する

こと 

品質保証に係る事項 1時間以上 1時間以上 1時間以上 

（注１）継続して教育を受け、十分な知識を有すると認められる者については、関係法令及び保安規定に関するこ

とを除き、教育時間を変更することができる。 

（注２）関係法令及び保安規定の遵守に関することを含む。 

（注３）加工施設・設備の補修、改造等の工事、又は試験、運転等の取扱い（核燃料物質等を取り扱う場合は除く）

を行う場合は、関連する施設・設備に関して教育するものとする。 

なお、必要な教育が実施されていれば、教育時間は任意でよいものとする。 

（注４）教育時間は任意でよいものとする。 

 

別表１に示す保安教育の

項目、時間は関係法令に

基づき保安教育において

定めるものであり、加工

事業変更許可申請書に対

応する記載はない。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（緊急作業についての教育・訓練の項目、時間は保安規定において定めるものである。） 別表１の２ 緊急作業についての教育・訓練（第 23条関係） 

分類 項目 時間 

学科教育（注１） 

緊急作業の方法に関する知識（放射線防護措置の

教育含む。） 
3時間以上 

緊急作業で使用する施設及び設備の構造及び取扱

いの方法に関する知識 
2時間以上 

電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法

及び被ばく線量の管理の方法に関する知識 
1時間以上 

関係法令 0.5 時間以上 

実技訓練（注２） 

緊急作業の方法 3時間以上 

緊急作業で使用する施設及び設備の取扱い 3時間以上 

（注１）要員として選定する前及び教育実施後に変更が生じた場合に随時、実施する。 

（注２）要員として選定する前及び毎年度 1回以上、実施する。 

別表１の２に示す緊急作

業についての教育・訓練

の項目、時間は関係法令

に基づき保安教育におい

て定めるものであり、加

工事業変更許可申請書に

対応する記載はない。 

 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p1） 

Ⅰ．加工施設の位置、構造及び設備 

イ．加工施設の位置 

(ﾛ) 敷地内における主要な加工施設の位置 

敷地内の北部に核燃料物質の貯蔵施設及び放射性廃棄物の廃棄施設等からなる第１加工棟、南部

に成形施設、被覆施設、組立施設及び核燃料物質の貯蔵施設等からなる第２加工棟及びその他加工

設備の附属施設からなる発電機・ポンプ棟が位置し、西部に核燃料物質の貯蔵施設からなる第１－

３貯蔵棟、並びに放射性廃棄物の廃棄施設等からなる第１廃棄物貯蔵棟、第３廃棄物貯蔵棟及び第

５廃棄物貯蔵棟が位置する。 

 

（加工事業変更許可申請書 p22） 

Ⅰ．加工施設の位置、構造及び設備 

ロ．加工施設の一般構造 

(ﾄ) その他の主要な構造 

(8) 放射線管理施設 

加工施設には、放射線業務従事者を放射線から防護するため、放射線業務従事者の出入管理、汚染

管理及び除染等を行う放射線管理施設を設ける。 

別表２ 核燃料物質等を取り扱う加工施設（第 27条、第 62条の 6第 7項関係） 

核燃料物質等を取り扱う加工施設 

（１）成形施設 

（２）被覆施設 

（３）組立施設 

（４）核燃料物質の貯蔵施設 

（５）放射性廃棄物の廃棄施設 

（６）放射線管理施設 

（７）その他加工設備の附属施設 
 

別表２では、加工事業変

更許可申請書に基づき加

工施設区分を示してい

る。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安上特に管理を必要とする設備は、保安規定において定めるものである。） 別表３ 保安上特に管理を必要とする設備（第 31条関係） 

 

(1) 核的制限値を有する加工設備 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１混合室 粉末投入台※ 燃料製造部長 

第２－１混合室 焙焼炉 No.1 グローブボックス No.1※ 

第２－１ペレット室 センタレス研削設備 No.1 研磨屑回収装置※ 

第２－１ペレット室 センタレス研削設備 No.1 研磨屑乾燥機※ 

第２－１ペレット室 計量設備架台 No.3※ 

第２－１混合室 焙焼炉 No.1 焙焼炉※ 

第２－１混合室 計量設備架台 No.1※ 

第２－１ペレット室 ペレット搬送設備 No.2※ 

第２－１ペレット室 

第２－２ペレット室 

第２－１混合室 

第２－２混合室 

運搬台車 No.2※ 

第
２
ラ
イ
ン 

第２－２混合室 粉末混合機 No.2-1 粉末投入機 

第２－２混合室 粉末混合機 No.2-1 粉末混合機 

第２－２混合室 供給瓶 No.2-1 供給瓶 

第２－２ペレット室 計量設備架台 No.7 

第２－２ペレット室 センタレス研削装置 No.2-1 研磨屑回収装置 

第２－２混合室 焙焼炉 No.2-1 粉末取扱機 

第２－２混合室 焙焼炉 No.2-1 研磨屑乾燥機 

第２－２混合室 焙焼炉 No.2-1 破砕装置 

第２－２混合室 焙焼炉 No.2-1 粉末取扱フード 

第２－２混合室 計量設備架台 No.4 

第２－１ペレット室 

第２－２ペレット室 

第２－１混合室 

第２－２混合室 

焙焼炉 No.2-1 運搬台車 

第２－２ペレット室 ペレット搬送設備 No.2-2 ペレット移載装置 ペレット検査台部 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

別表３に示す保安特に管

理を必要とする設備は、

保安規定において定める

ものであり、加工事業変

更許可申請書及び設工認

申請書に対応する記載は

ない。 

 

設備名称は、設工認申請

書に示したものとしてい

る。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安上特に管理を必要とする設備は、保安規定において定めるものである。） 別表３ 保安上特に管理を必要とする設備（第 31条関係）（続き） 

 

(1) 核的制限値を有する加工設備（続き） 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

成
形
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１ペレット検査室 ペレット検査台 No.1 品質保証部長 

 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１燃料棒加工室 燃料棒解体装置 No.1 燃料製造部長 

第２－２燃料棒加工室 燃料棒解体装置 No.2 

第２－２燃料棒加工室 ペレット一時保管台 

第２－１燃料棒検査室 燃料棒検査台 No.1 燃料棒移送（Ｂ）部 品質保証部長 

第２－１燃料棒検査室 燃料棒検査台 No.1 石定盤部 

第２－１燃料棒検査室 燃料棒検査台 No.1 燃料棒移送（Ｃ）部 

第２－２燃料棒加工室 ペレット検査装置 No.5 

第２－２燃料棒加工室 計量設備架台 No.9 

 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－２燃料棒加工室 計量設備架台 No.10 燃料製造部長 

第２－１燃料棒加工室 ペレット検査台 No.2 

組
立
施
設 

第２－１組立室 立会検査定盤 No.1 石定盤部 品質保証部長 

第２－１組立室 立会検査定盤 No.1 燃料棒移送（Ｄ）部 

第２－１組立室 立会検査定盤 No.1 燃料棒移送（Ｅ）部 
 

別表３に示す保安特に管

理を必要とする設備は、

保安規定において定める

ものであり、加工事業変

更許可申請書及び設工認

申請書に対応する記載は

ない。 

 

設備名称は、設工認申請

書に示したものとしてい

る。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安上特に管理を必要とする設備は、保安規定において定めるものである。） 別表３ 保安上特に管理を必要とする設備（第 31条関係）（続き） 

(2) 熱的制限値を有する加工設備 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

成
形
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１ペレット室 連続焼結炉 No.1※ 燃料製造部長 

第２－２ペレット室 連続焼結炉 No.2-1 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

(3) 閉じ込め機能を有する設備 

一 放射性気体廃棄物の廃棄設備 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

放
射
性
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅰ（部屋排気系統） 排風機（301-F） 設備管理部長 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅱ（部屋排気系統） 排風機（302-F） 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅲ（部屋排気系統） 排風機（303-F） 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅳ（部屋排気系統） 排風機（304-F） 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅴ（局所排気系統） 排風機（305-F） 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅵ（局所排気系統） 排風機（306-F） 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅶ（部屋排気系統） 排風機（307-F） 

第２排風機室 気体廃棄設備 No.1 系統Ⅷ（局所排気系統） 排風機（308-F） 

第
１
廃
棄
物
貯
蔵
棟 

Ｗ１－１排風機室 気体廃棄設備 No.2 系統１（部屋排気系統） No.1 排風機 

Ｗ１－１排風機室 気体廃棄設備 No.2 系統２（局所排気系統） No.2 排風機 

Ｗ１－２排風機室 気体廃棄設備 No.2 系統３（局所排気系統） No.3 排風機 

Ｗ１－２排風機室 気体廃棄設備 No.2 系統３（局所排気系統） No.4 排風機 

Ｗ１－２排風機室 気体廃棄設備 No.2 系統４（局所排気系統） No.5 排風機 

Ｗ１－２排風機室 気体廃棄設備 No.2 系統４（局所排気系統） No.6 排風機 

 

二 放射性液体廃棄物の廃棄設備 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

放
射
性
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 凝集沈殿槽 No.1 燃料製造部長 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 凝集沈殿槽 No.2 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 凝集沈殿槽 No.3 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 凝集沈殿槽 No.4 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 遠心分離機 No.1 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 遠心分離機 No.2 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 遠心分離機 No.3 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 遠心分離機 No.4 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 遠心ろ過機 No.1 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 遠心ろ過機 No.2 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 ろ過水槽 No.1 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 ろ過水槽 No.2 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 処理水槽 No.1 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 処理水槽 No.2 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 処理水槽 No.3 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 処理水槽 No.4 

第２－１ペレット室 第１廃液処理設備 配管 
 

別表３に示す保安特に管

理を必要とする設備は、

保安規定において定める

ものであり、加工事業変

更許可申請書及び設工認

申請書に対応する記載は

ない。 

 

設備名称は、設工認申請

書に示したものとしてい

る。 

  



 

 

1
9 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安上特に管理を必要とする設備は、保安規定において定めるものである。） 別表３ 保安上特に管理を必要とする設備（第 31条関係）（続き） 

(3) 閉じ込め機能を有する設備（続き） 

二 放射性液体廃棄物の廃棄設備（続き） 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

放
射
性
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 集水槽 環境安全部長 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 集水槽 No.2 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 凝集槽 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 沈殿槽 No.1 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 タンク No.1 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 沈殿槽 No.2 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 タンク No.2 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 加圧脱水機 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 スラッジ乾燥機 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 ろ過装置 No.1 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 ろ過装置 No.2 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 受水槽 No.1 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備 配管 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備貯留設備 貯留槽 No.1 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備貯留設備 貯留槽 No.2 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備貯留設備 貯留槽 No.3 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備貯留設備 貯留槽 No.4 

第２廃棄物処理室 第２廃液処理設備貯留設備 配管 

第２分析室 分析廃液処理設備 反応槽 品質保証部長 

第２分析室 分析廃液処理設備 ろ過水貯槽 

第２分析室 分析廃液処理設備 スラッジ乾燥機 

第２分析室 分析廃液処理設備 配管 

第２開発室 開発室廃液処理設備 凝集沈殿槽 燃料製造部長 

第２開発室 開発室廃液処理設備 遠心分離機 

第２開発室 開発室廃液処理設備 貯槽 

第２開発室 開発室廃液処理設備 配管 

第
１
廃
棄
物
貯
蔵
棟 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 蒸発乾固装置 燃料製造部長 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 凝集沈殿槽 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 タンク No.1 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 タンク No.2 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 タンク No.3 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 ろ過機 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 圧搾脱水機 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 スラッジ乾燥機 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 受水槽 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 貯留槽 No.1 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 貯留槽 No.2 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 貯留槽 No.3 

Ｗ１廃棄物処理室 Ｗ１廃液処理設備 配管 
 

別表３に示す保安特に管

理を必要とする設備は、

保安規定において定める

ものであり、加工事業変

更許可申請書及び設工認

申請書に対応する記載は

ない。 

 

設備名称は、設工認申請

書に示したものとしてい

る。 

 

  



 

 

2
0 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安上特に管理を必要とする設備は、保安規定において定めるものである。） 別表３ 保安上特に管理を必要とする設備（第 31条関係）（続き） 

(4) 非常用電源設備 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

その他加工設備

の附属施設 

発電機・ポンプ棟 発電機室 非常用電源設備 No.1 非常用発電機 設備管理部長 

屋外 非常用電源設備 No.2 非常用発電機 

非常用電源設備Ａ 非常用発電機 

 

(5) 監視用放射線測定器 

施設名称 設置場所 設備名称 管理責任者 

放射線管理施設 第２加工棟 第２フィルタ室 ダストモニタ（排気用モニタ） 環境安全部長 

ダストモニタ（換気用モニタ） 

第２放射線管理室 放射線監視盤（ダストモニタ） 

第１廃棄物貯蔵棟 Ｗ１廃棄物処理室 ダストモニタ（排気用モニタ） 

Ｗ１出入管理室 放射線監視盤（ダストモニタ） 

第１加工棟 第１－１輸送物保管室 

第１－１輸送物搬出入室 

ガンマ線エリアモニタ 検出器 

第２加工棟 第２粉末受入室 

第２ペレット保管室 

第２－１混合室 

第２－１ペレット室 

第２－１燃料棒加工室 

第２－２混合室 

第２－２ペレット室 

第２－２燃料棒加工室 

第２分析室 

第２開発室 

第２燃料棒保管室 

第２－１組立室 

第２集合体保管室 

第２－１燃料棒検査室 

第２輸送容器保管室 

第２梱包室 

ガンマ線エリアモニタ 検出器 

第１－３貯蔵棟 第１－３貯蔵容器保管室 ガンマ線エリアモニタ 検出器 

第２加工棟 第２出入管理室 放射線監視盤（ガンマ線エリアモニタ） 

屋外 モニタリングポスト No.1 

屋外 モニタリングポスト No.2 

第２加工棟 第２出入管理室 放射線監視盤（モニタリングポスト） 
 

別表３に示す保安特に管

理を必要とする設備は、

保安規定において定める

ものであり、加工事業変

更許可申請書及び設工認

申請書に対応する記載は

ない。 

 

設備名称は、設工認申請

書に示したものとしてい

る。 

 







 

2
3 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づ

く仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末集塵機（粉末

混合機） 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備の

ため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

直径：24.2 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末投入台 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備の

ため、記載なし。） 

H/U≦1.0 

（投入台内） 

臨界防止： 

水密構造、幾何学的形状制限（容積制限） 

核的制限値： 

幾何学的形状（容積）：800 L 以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末混合機 No.1 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備の

ため、記載なし。） 

H/U≦1.0 

（粉末混合機

内） 

臨界防止： 

水密構造、幾何学的形状制限（容積制限） 

核的制限値： 

幾何学的形状（容積）：800 L 以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

大型供給瓶 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備の

ため、記載なし。） 

H/U≦1.0 

（大型供給瓶

内） 

臨界防止： 

水密構造、幾何学的形状制限（容積制限）、

投入インターロック 

核的制限値： 

幾何学的形状（容積）：800 L 以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末取出し台 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備の

ため、記載なし。） 

H/U≦1.0 

（粉末取出し

台内） 

臨界防止： 

水密構造、幾何学的形状制限（容積制限） 

核的制限値： 

幾何学的形状（容積）：800 L 以下 

（質量：123 kgU235 以下） 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

混合室 

粉 末 集 塵 機

（ 粉 末 混 合

機）※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 直径：24.2 cm 以下 ― 

第２－１

混合室 

粉末投入台※ 1台 幾何学的

形状制限

（容積制

限） 

水密構造 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末投

入台内） 

幾何学的形状（容積）：800 L

以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

投入部では H/U1.0 に

管理されたウランを取

り扱う。 

（注２） 

   第２－１

混合室 

粉 末 混 合 機

No.1※ 

1台 幾何学的

形状制限

（容積制

限） 

水密構造 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末混

合機内） 

幾何学的形状（容積）：800 L

以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

―（注２） 

   第２－１

混合室 

大型供給瓶※ 1台 幾何学的

形状制限

（容積制

限） 

水密構造 

投入イン

ターロッ

ク 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（供給瓶

内） 

幾何学的形状（容積）：800 L

以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

―（注２） 

   第２－１

混合室 

粉末取出し台

※ 

1台 幾何学的

形状制限

（容積制

限） 

水密構造 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末取

出 し 台

内） 

幾何学的形状（容積）：800 L

以下 

（質量：123 kgU235 以下） 

―（注２） 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値を加工事業変

更許可申請に基づき変更してい

る。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

2
4 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状

態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末缶リフター 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備

のため、記載な

し。） 

H/U≦1.0 

（粉末保管

容器内） 

臨界防止： 

粉末保管容器の水密構造、幾何学的形状制限（パレ

ット数） 

核的制限値： 

粉末缶リフターと粉末缶受台の粉末保管パレット

数：１個以下 

１パレット当たりの粉末保管容器 

個数：４個以下 

粉末保管容器 

直径：30 cm 以下 

高さ：22 cm 以下 

質量：1.1 kgU235 以下 

/粉末保管容器 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末缶受台 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備

のため、記載な

し。） 

H/U≦1.0 

（粉末保管

容器内） 

臨界防止： 

粉末保管容器の水密構造、幾何学的形状制限（パレ

ット数） 

核的制限値： 

粉末缶リフターと粉末缶受台の粉末保管パレット

数：１個以下 

１パレット当たりの粉末保管容器 

個数：４個以下 

粉末保管容器 

直径：30 cm 以下 

高さ：22 cm 以下 

質量：1.1 kgU235 以下 

/粉末保管容器 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

焙焼炉 No.1 

グローブボック

ス No.1 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉

末 

 

設工認： 

（後半申請設備

のため、記載な

し。） 

質量：0.65 

kgU235 以

下 

臨界防止： 

質量制限 

核的制限値： 

質量：0.65 kgU235 以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

混合室 

粉末缶リフタ

ー※ 

粉末缶受台※ 

1台 

1台 

幾何学的

形状制限

（パレッ

ト数） 

粉末保管

容器（保管

容器Ｆ型）

の水密構

造 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末保

管 容 器

（保管容

器Ｆ型）

内） 

粉末缶リフターと粉末缶受台

の粉末保管パレット数：1個以

下 

1 パレット当たりの粉末保

管容器（保管容器Ｆ型）個数：

4個以下 

 

粉末保管容器（保管容器Ｆ

型） 

直径：30 cm 以下 

高さ：22 cm 以下 

質量：1.1 kgU235 以下/粉

末保管容器（保管容器Ｆ

型） 

粉末缶リフター及び粉

末缶受台においてそれ

ぞれ粉末保管容器（保

管容器Ｆ型）4個以下を

積載した粉末保管パレ

ット 1個で取り扱う。 

   第２－１

混合室 

焙 焼 炉 No.1 

グローブボッ

クス No.1※ 

1台 質量制限 濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 質量：0.65 kgU235 以下 管理機器（秤量器）によ

り事前計量した単位保

管容器の酸化ウラン質

量の合計を 14.7 kg 以

下で取り扱う。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値を加工事業変

更許可申請に基づき変更してい

る。 

当該設備は核燃料物質の取扱い

方法を踏まえ、両設備に同一の

核的制限値を設定している。こ

の整理を踏まえ、保安規定変更

申請においては両設備をまとめ

た制限値としている。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

2
5 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条

件 

臨界防止に係る安全機能又は技術

基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末搬送配管（粉

末投入台～粉末

混合機間） 

― 

1

式 

（枝管の取

扱い） 

許可： 

（枝管の取扱い） 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

同左 臨界防止： 

（枝管の取扱い） 

核的制限値： 

（枝管の取扱い） 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末搬送配管（大

型供給瓶～プレ

ス No.1 間） 

― 

1

式 

（枝管の取

扱い） 

許可： 

（枝管の取扱い） 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

同左 臨界防止： 

（枝管の取扱い） 

核的制限値： 

（枝管の取扱い） 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

粉末搬送配管（大

型供給瓶～粉末

取出し台間） 

― 

1

式 

（枝管の取

扱い） 

許可： 

（枝管の取扱い） 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

同左 臨界防止： 

（枝管の取扱い） 

核的制限値： 

（枝管の取扱い） 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

混合室 

粉末搬送配管

（粉末投入台

～粉末混合機

間）※ 

1台 （枝管の

取扱い） 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― ― ― 

第２－１

混合室 

粉末搬送配管

（大型供給瓶

～プレス No.1

間）※ 

1台 （枝管の

取扱い） 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― ― ― 

   第２－１

混合室 

粉末搬送配管

（大型供給瓶

～粉末取出し

台間）※ 

1台 （枝管の

取扱い） 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― ― ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

本設備は加工事業変更許可申請書に

示したとおり、酸化ウラン粉末を搬送

するため、核燃料物質の状態を酸化ウ

ラン粉末としている。 

また、本設備は枝管の取扱いに基づく

設計により、核燃料物質を取り扱う構

造とする。 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

本設備は加工事業変更許可申請書に

示したとおり、酸化ウラン粉末を搬送

するため、核燃料物質の状態を酸化ウ

ラン粉末としている。 

また、本設備は枝管の取扱いに基づく

設計により、核燃料物質を取り扱う構

造とする。 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

本設備は加工事業変更許可申請書に

示したとおり、酸化ウラン粉末を搬送

するため、核燃料物質の状態を酸化ウ

ラン粉末としている。 

また、本設備は枝管の取扱いに基づく

設計により、核燃料物質を取り扱う構

造とする。 
 



 

2
6 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条

件 

臨界防止に係る安全機能又は技術

基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

粉末供給機 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

直径：24.2 cm 以下 

 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条

件 

臨界防止に係る安全機能又は技術

基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

粉末集塵機（プレ

ス） 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

直径：24.2 cm 以下 

 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条

件 

臨界防止に係る安全機能又は技術

基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

プレス No.1 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限、高さ制限棒 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

粉末供給機※ 1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 直径：24.2 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

粉末集塵機（プ

レス）※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 直径：24.2 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

プレス No.1※ 1 台 形状寸法

制限 

高さ制限

棒 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値を加工事業変

更許可申請に基づき変更してい

る。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値を加工事業変

更許可申請に基づき変更してい

る。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

2
7 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に

基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ペレット

搬送コンベア 

ペレット抜取検

査装置部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ペレット

搬送コンベア 

抜取ペレット移

載部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ペレット

搬送コンベア 

ペレット搬送コ

ンベア部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ペレット

搬送コンベア 

圧粉ペレット移

載部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ボート段

積装置 

ボート搬送部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ボート段

積装置 

段積部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限、高さ制限棒 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 ボート段

積装置 

移載部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ペレ

ット搬送コン

ベア ペレッ

ト抜取検査装

置部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ペレ

ット搬送コン

ベア 抜取ペ

レット移載部

※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ペレ

ット搬送コン

ベア ペレッ

ト搬送コンベ

ア部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ペレ

ット搬送コン

ベア 圧粉ペ

レット移載部

※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ボー

ト 段 積 装 置 

ボート搬送部

※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ボー

ト 段 積 装 置 

段積部※ 

1台 形状寸法

制限 

高さ制限

棒 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1ボー

ト 段 積 装 置 

移載部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

核燃料物質の状態は加工事業変更許

可申請書に従い酸化ウラン粉末及び

酸化ウランペレットとする。 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

核燃料物質の状態は加工事業変更許

可申請書に従い酸化ウラン粉末及び

酸化ウランペレットとする。 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

核燃料物質の状態は加工事業変更許

可申請書に従い酸化ウラン粉末及び

酸化ウランペレットとする。 

後半申請施設であり、臨界安全管理に

係る制限値は既認可から変更はない。 

核燃料物質の状態は加工事業変更許

可申請書に従い酸化ウラン粉末及び

酸化ウランペレットとする。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

2
8 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に

基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

連続焼結炉 No.1 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載

なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

連 続 焼 結 炉

No.1※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

2
9 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基

準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 解体装置 

解体部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載な

し。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1 解体装置 

空ボート搬送部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載な

し。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基

準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

センタレス研削

設備 No.1 

ペレット供給機 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載な

し。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

センタレス研削

設備 No.1 

センタレス研削

部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載な

し。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限、研削個数超過防止

インターロック 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

センタレス研削

設備 No.1 

ペレット洗浄部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載な

し。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限、研削個数超過防止

インターロック 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1解体

装置 解体部

※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1解体

装置 空ボー

ト搬送部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

センタレス研

削 設 備 No.1 

ペレット供給

機※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

― 

第２－１

ペレット

室 

センタレス研

削 設 備 No.1 

センタレス研

削部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

・研磨屑回収装置の酸化ウラン研磨屑

の回収のため、センタレス研削盤の運転

期間は 6時間以内とする。 

・センタレス研削盤の運転期間は、ペレ

ット供給機の運転開始を起点とし、途中

のペレット供給機の運転停止にかかわ

らず、酸化ウラン研磨屑の回収のための

ペレット供給機の運転停止を終点とす

る。研磨屑回収装置の酸化ウラン研磨屑

を回収した後、改めてペレット供給機の

運転開始を運転期間の起点とする。 

・担当操作員及び研磨運転管理者は、ダ

ブルチェックにより、センタレス研削盤

の運転期間を確認し、記録する。 

（注３）（注４） 

   第２－１

ペレット

室 

センタレス研

削 設 備 No.1 

ペレット洗浄

部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

3
0 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は

技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット乾燥機

No.1 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 ペレッ

ト移載装置 

ペレット搬送部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 ペレッ

ト移載装置 

ペレット移載部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 ペレッ

ト移載装置 

ペレット抜取検

査部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 波板搬

送装置 

外観検査装置部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 波板搬

送装置 

波板搬入、搬出部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 波板搬

送装置 

波板移載部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.1-2 波板搬

送装置 

波板移載装置部 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

ペレット乾燥

機 No.1※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2ペ

レット移載装

置 ペレット

搬送部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2ペ

レット移載装

置 ペレット

移載部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2ペ

レット移載装

置 ペレット

抜取検査部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2波

板 搬 送 装 置 

外観検査装置

部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2波

板 搬 送 装 置 

波板搬入、搬

出部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2波

板 搬 送 装 置 

波板移載部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.1-2波

板 搬 送 装 置 

波板移載装置

部※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

3
1 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準

に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

センタレス研削

設備 No.1 

研磨屑回収装置 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

幾何学的形状制限（容積制限）、回転

数低下時研削停止インターロック 

核的制限値： 

幾何学的形状（容積）：19 L 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

センタレス研削

設備 No.1 

研磨屑乾燥機 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

質量制限 

核的制限値： 

質量：0.75 kgU235 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

計 量 設 備 架 台

No.3 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

質量制限 

核的制限値： 

質量：0.75 kgU235 以下 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

センタレス研

削 設 備 No.1 

研磨屑回収装

置※ 

1台 幾何学的

形状制限

（容積制

限） 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 幾何学的形

状（容積）：19 

L 以下 

・核的制限値として質量制限を設けて

いる運搬台車、研磨屑乾燥機及び研磨屑

乾燥装置の制限値を超える酸化ウラン

研磨屑が研磨屑回収装置に流入するこ

とを防止するため、研磨屑回収装置の酸

化ウラン研磨屑の回収は、センタレス研

削盤の運転期間が 6時間以内に行う。 

・ペレット供給機の運転開始前及び運

転中に、研磨屑回収装置が所定の回転数

（1,500 rpm 以上）を維持していること

を確認する。 

・研磨屑回収装置の停止時には、ペレッ

ト供給機の運転を停止し、酸化ウラン研

磨屑の研磨屑回収装置への流入がない

状態とする。 

・作業シフト交代前には研磨屑回収装

置の酸化ウラン研磨屑を回収すること

とし、センタレス研削盤の運転は、作業

シフトをまたがない。 

・担当操作員及び研磨運転管理者は、ダ

ブルチェックにより、研磨屑回収装置の

回転数を確認し、記録する。 

（注３）（注４） 

   第２－１

ペレット

室 

センタレス研

削 設 備 No.1 

研磨屑乾燥機

※ 

1台 質量制限 濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 質 量 ： 0.75 

kgU235 以下 

研磨屑回収装置から回収した研磨屑回

収釜 1個（センタレス研削盤の運転期間

は 6時間以内）で酸化ウラン研磨屑を乾

燥する。 

   第２－１

ペレット

室 

計量設備架台

No.3※ 

1 台 質量制限 濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 質 量 ： 0.75 

kgU235 以下 

本装置では粉末保管容器（保管容器Ｆ

型）1個（17 kg 酸化ウラン相当）で取

り扱う。 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

3
2 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速条件 臨界防止に係る安全機能又は

技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１混合

室 

焙焼炉 No.1 

焙焼炉 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

質量制限 

核的制限値： 

質量：0.65 kgU235 以下 

 第２加工棟 

第２－１混合

室 

計 量 設 備 架 台

No.1 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

質量制限 

核的制限値： 

質量：0.65 kgU235 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2 

― 

1

台 

濃縮度 5%

以下の濃縮

ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設備のため、記載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

混合室 

焙 焼 炉 No.1 

焙焼炉※ 

1台 質量制限 濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 質量：0.65 kgU235

以下 

管理機器（秤量器）により事前計

量した単位保管容器の酸化ウラ

ン質量の合計を 14.7 kg 以下に管

理する。 

第２－１

混合室 

計量設備架台

No.1※ 

1台 質量制限 濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 質量：0.65 kgU235

以下 

本装置では粉末保管容器（保管容

器Ｆ型）1個（14.7 kg 酸化ウラン

相当）又はペレット保管容器（保

管容器Ｇ型）1個（14.7 kg 酸化ウ

ラン相当）で取り扱う。 

   第２－１

ペレット

室 

ペレット搬送

設備No.2※ 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置の計量部ではペレット保

管容器（保管容器Ｇ型）1 段（高

さ 8 cm 以下）で取り扱う。 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

3
3 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称 

機器名 員
数 

核燃料物

質の種類 

核燃料物質の

状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に

基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレット検査室 

第２－１ペレット室 

第２－２ペレット室 

第２－１混合室 

第２－２混合室 

運搬台車 No.1 

― 

1 台 濃縮度5%

以下の濃

縮ウラン 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

（後半申請設

備のため、記

載なし。） 

― 臨界防止： 

形状寸法制限 

核的制限値： 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１ペレット室 

第２－２ペレット室 

第２－１混合室 

第２－２混合室 

運搬台車 No.2 

― 

1 台 濃縮度5%

以下の濃

縮ウラン 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

（後半申請設

備のため、記

載なし。） 

― 臨界防止： 

質量制限 

核的制限値： 

質量：0.75 kgU235 以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
１
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室 

運搬台車 No.1※ 1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

酸 化ウラ

ン ペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

・本運搬台車の移動する通路を定

め、保管容器Ｇ型1段で取り扱う。 

・別図５に示す第２－２領域内の

全ての運搬台車は、酸化ウランを

装荷しない状態で第２－２ペレ

ット室の操車場に集積して配置

しておく。酸化ウランを運搬する

場合には、本運搬台車以外の運搬

台車が使用されていないことを

確認した上で、本運搬台車のみ使

用できる管理とする。本運搬台車

を第２－２ペレット室の操車場

から工程内の酸化ウランを装荷

する位置まで移動させた後に、酸

化ウランを装荷して運搬するこ

ととする。 

・上記の管理について、本運搬台

車を使用する前に、担当及び担当

以外の操作員は、ダブルチェック

により確認し、記録する。 

（注５） 

   第２－１

混合室 

運搬台車 No.2※ 1台 質量制限 濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

酸 化ウラ

ン粉末 

― 質 量 ： 0.75 

kgU235 以下 

・酸化ウラン粉末を運搬するに当

たって、本運搬台車の移動する通

路を定め、管理機器（秤量器）に

より事前計量し、酸化ウラン質量

の合計を 17 kg 以下で取り扱う。 

・別図５に示す第２－２領域内の

全ての運搬台車は、酸化ウランを

装荷しない状態で第２－２ペレ

ット室の操車場に集積して配置

しておく。酸化ウランを運搬する

場合には、本運搬台車以外の運搬

台車が使用されていないことを

確認した上で、本運搬台車のみ使

用できる管理とする。本運搬台車

を第２－２ペレット室の操車場

から工程内の酸化ウランを装荷

する位置まで移動させた後に、酸

化ウランを装荷して運搬するこ

ととする。 

・上記の管理について、本運搬台

車を使用する前に、担当及び担当

以外の操作員は、ダブルチェック

により確認し、記録する。 

（注５） 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 

 

 

個別の対応状況の説明 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

後半申請施設であり、臨界安全

管理に係る制限値は既認可から

変更はない。 

 



 

3
4 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２混合

室 

粉末混合機 No.2-

1 粉末混合機 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラ

ン粉末 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

[4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(26)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度：5 wt%以下 

・質量制限 

質量：50 kgU235 以下 

（{2044}粉末混合機 No.2-1 粉末投入機及び

{2045}粉末混合機 No.2-1 粉末混合機を合わせた

質量。粉末投入機で取り扱う粉末保管容器（保管

容器Ｆ型）1個分（1.1 kgU235）を含む） 

・水密構造 

減速条件：H/U≦1.0（粉末保管容器（保管容器Ｆ型）

内及び粉末混合機内） 

 

[4.1-F2] 

質量制限値逸脱防止のため、質量インターロックを設け

る。 

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

粉末混合機 No.2-

1 粉末投入機 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラ

ン粉末 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

[4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(26)）を構成す

る。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度：5 wt%以下 

・質量制限 

質量：50 kgU235 以下 

（{2044}粉末混合機No.2-1粉末投入機及び{2045}

粉末混合機 No.2-1 粉末混合機を合わせた質量。粉

末投入機で取り扱う粉末保管容器（保管容器Ｆ型）

1個分（1.1 kgU235）を含む）(2) 

・水密構造 

減速条件：H/U≦1.0（粉末保管容器（保管容器Ｆ

型）内） 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

混合室 

粉 末 混 合 機

No.2-1粉末混

合機 

粉 末 混 合 機

No.2-1粉末投

入機 

1台 

 

 

1 台 

質量制限 

水密構造 

質量インタ

ーロック 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末保

管 容 器

（保管容

器Ｆ型）

内及び粉

末混合機

内） 

質量：50 kgU235 以下（粉

末投入機で取り扱う粉末

保管容器（保管容器Ｆ型）

1個分（1.1 kgU235 以下）

を含む） 

管理機器（秤量器）により事

前計量した単位保管容器の

酸化ウランの合計を 1,130 

kg以下に管理するとともに

監視機構（投入バルブとロ

ードセルのインターロック

機構）により連続監視、確認

する。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

当該設備は核燃料物質の取扱い

方法を踏まえ、両設備に同一の

核的制限値を設定している。こ

の整理を踏まえ、保安規定変更

申請においては両設備をまとめ

た制限値としている。 

 



 

3
5 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２混合

室 

粉 末 缶 搬 送 機

No.2-1 粉末缶昇

降リフト 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラ

ン粉末 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

[4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(25)）を構成す

る。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度：5 wt%以下 

・幾何学的形状制限（パレット数） 

粉末缶昇降リフトと粉末缶移載機の粉末保管パレ

ット数：6 個以下（粉末缶移載機で取り扱う粉末

保管容器（保管容器Ｆ型）1個を含めた粉末保管

容器（保管容器Ｆ型）24個以下） 

１パレット当たりの粉末保管容器個数：4 個以下 

粉末保管容器（保管容器Ｆ型） 

直径：30 cm 以下 

高さ：22 cm 以下 

質量：1.1 kgU235 以下／粉末保管容器（保管

容器Ｆ型） 

・粉末保管容器（保管容器Ｆ型）の水密構造 

減速条件：H/U≦1.0（粉末保管容器（保管容器Ｆ

型）内） 

 

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

粉 末 缶 搬 送 機

No.2-1 粉末缶移

載機 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラ

ン粉末 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

[4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(25)）を構成す

る。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度：5 wt%以下 

・幾何学的形状制限（パレット数） 

粉末缶昇降リフトと粉末缶移載機の粉末保管パレ

ット数：6 個以下（粉末缶移載機で取り扱う粉末

保管容器（保管容器Ｆ型）1個を含めた粉末保管

容器（保管容器Ｆ型）24 個以下） 

１パレット当たりの粉末保管容器個数：４個以下 

粉末保管容器（保管容器Ｆ型） 

直径：30 cm 以下 

高さ：22 cm 以下 

質量：1.1 kgU235 以下／粉末保管容器（保管

容器Ｆ型） 

・粉末保管容器（保管容器Ｆ型）の水密構造 

減速条件：H/U≦1.0（粉末保管容器内（保管容器

Ｆ型）） 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

混合室 

粉末缶搬送機

No.2-1粉末缶

昇降リフト 

粉末缶搬送機

No.2-1粉末缶

移載機 

1台 

 

 

1 台 

幾何学的形

状制限（パ

レット数） 

粉末保管容

器（保管容

器Ｆ型）の

水密構造 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末保

管 容 器

（保管容

器Ｆ型）

内） 

粉末缶昇降リフトと粉末

缶移載機の粉末保管パレ

ット数：6個以下（粉末缶

移載機で取り扱う粉末保

管容器（保管容器Ｆ型）1

個を含めた粉末保管容器

（保管容器Ｆ型）24 個以

下） 

1パレット当たりの粉末

保管容器（保管容器Ｆ

型）個数：4個以下 

 

粉末保管容器（保管容器

Ｆ型） 

直径：30 cm 以下 

高さ：22 cm 以下 

質量：1.1 kgU235 以下/粉

末保管容器（保管容器Ｆ

型） 

本装置ではパレット 2 個

（粉末保管容器（保管容器

Ｆ型）8個）以下で取り扱う。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

当該設備は核燃料物質の取扱い

方法を踏まえ、両設備に同一の

核的制限値を設定している。こ

の整理を踏まえ、保安規定変更

申請においては両設備をまとめ

た制限値としている。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 



 

3
6 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２混合

室 

粉末搬送機 No.2-

1 

粉末搬送容器 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

粉末 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

[4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(26)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度：5 wt%以下 

・幾何学的形状制限（容積制限） 

幾何学的形状（容積）：50 L 以下 

・粉末搬送容器の水密構造 

減速条件：H/U≦1.0（粉末搬送容器内） 

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

供給瓶 No.2-1 

供給瓶 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

粉末 

 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

[4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(27)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度：5 wt%以下 

・本体の質量制限 

供給瓶本体 

質量：50 kgU235 以下 

・粉末取出配管の形状寸法 

直径：20 cm 以下 

長さ：100 cm 以下 

・本体の水密構造 

減速条件：H/U≦1.0（供給瓶本体内） 

[4.1-F2] 

質量制限値逸脱防止のため、質量インターロックを設け

る。 

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

プレス No.2-1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

粉末、酸化

ウランペレ

ット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(28)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ制限棒を設ける。 

厚さ：5.0 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

連続焼結炉 No.2-

1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(40)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

混合室 

粉 末 搬 送 機

No.2-1 粉末

搬送容器 

1台 幾何学的形

状制限（容

積制限） 

粉末搬送容

器の水密構

造 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（粉末搬

送 容 器

内） 

幾何学的形状（容積）：50 

L 以下 

― 

   第２－２

混合室 

供給瓶No.2-1 

供給瓶 

1台 本体の質量

制限 

粉末取出配

管の形状寸

法 

本体の水密

構造 

質量インタ

ーロック 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

H/U1.0
（供給瓶

本体内） 

供給瓶本体 

質量：50 kgU235 以下 

粉末取出配管 

直径：20 cm 以下 

長さ：100 cm 以下 

粉末混合機で管理した単位

で酸化ウランを移送し

1,130 kg 以下に管理すると

ともに監視機構（投入バル

ブとロードセルのインター

ロック機構）により連続監

視、確認する。 

   第２－２

混合室 

プレスNo.2-1 1 台 形状寸法制

限 

高さ制限棒 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：5.0 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

連 続 焼 結 炉

No.2-1 

1 台 形状寸法制

限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

3
7 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼 結 炉 搬 送 機

No.2-1 圧粉ペレ

ット搬送装置 

圧粉ペレット搬

送部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(38)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ制限棒を設ける。 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼 結 炉 搬 送 機

No.2-1 圧粉ペレ

ット搬送装置 

圧粉ペレット抜

取部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(38)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼 結 炉 搬 送 機

No.2-1 圧粉ペレ

ット搬送装置 

圧粉ペレット移

載部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(38)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼 結 炉 搬 送 機

No.2-1 ボート搬

送装置 

ボート搬送装置

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(39)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼 結 炉 搬 送 機

No.2-1 ボート搬

送装置 

段積装置部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(39)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

焼結炉搬送機

No.2-1 圧粉ペ

レット搬送装

置 圧粉ペレ

ット搬送部 

1台 形状寸法

制限 

高さ制限

棒 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－２

ペレット

室 

焼結炉搬送機

No.2-1 圧粉ペ

レット搬送装

置 圧粉ペレ

ット抜取部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

焼結炉搬送機

No.2-1 圧粉ペ

レット搬送装

置 圧粉ペレ

ット移載部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

焼結炉搬送機

No.2-1 ボート

搬送装置 ボ

ート搬送装置

部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

   第２－２

ペレット

室 

焼結炉搬送機

No.2-1 ボート

搬送装置 段

積装置部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

焼結炉搬送機

No.2-1 段積

装置部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

 

個別の対応状況の説明 

本設備の臨界安全管理に係る制

限値は、記載の重複のため削除

する。 

 



 

3
8 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

有軌道搬送装置 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(40)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼結ボート置台 

焼結ボート置台

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(40)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

焼結ボート置台 

焼結ボート解体

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(40)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-1 

ペレット移載部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(41)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-1 

ＳＵＳトレイ搬

送部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(41)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-1 

ＳＵＳトレイ保

管台部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(41)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

有軌道搬送装

置 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

第２－２

ペレット

室 

焼結ボート置

台 焼結ボー

ト置台部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

   第２－２

ペレット

室 

焼結ボート置

台 焼結ボー

ト解体部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 高さ：12 cm 以下 

幅：31 cm 以下 

― 

   第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設 備 No.2-1 

ペレット移載

部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設 備 No.2-1 

ＳＵＳトレイ

搬送部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設 備 No.2-1 

ＳＵＳトレイ

保管台部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

計 量 設 備 架 台

No.7 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(47)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

計量設備架台

No.7 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置ではペレット 1 段（高

さ約 1 cm）又はペレット保管

容器（保管容器Ｇ型）1段（高

さ 8 cm 以下）で取り扱う。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 



 

4
0 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 センタレス研削

装置 No.2-1 

ペレット供給機 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(41)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２－２ペレ

ット室 

センタレス研削

装置 No.2-1 

センタレス研削

盤 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(42)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

[4.1-F2] 

{2087}焙焼炉 No.2-1 運搬台車の質量制限値逸脱防止の

ため、{2071}センタレス研削装置 No.2-1 センタレス研削盤

に研削個数超過防止インターロックを設ける。 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

センタレス研削

装置 No.2-1 

研磨屑回収装置 

 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

スラッジ 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

(研磨屑回収装置) 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(44)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・幾何学的形状制限（容積制限） 

幾何学的形状（容積）：19 L 以下 

研磨屑を回収した研磨屑回収釜は、質量を制限する

{2087}焙焼炉 No.2-1 運搬台車に移動し、推定臨界下限濃度

以下の研磨廃液は、{6099}第１廃液処理設備 配管に移送

する。 

[4.1-F2] 

排出する廃水を推定臨界下限濃度以下とするため、回転

数低下時研削停止インターロックを設ける。 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

センタレス研

削装置 No.2-1 

ペレット供給

機 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

― 

第２－２

ペレット

室 

センタレス研

削装置 No.2-1 

センタレス研

削盤 

1台 形状寸法

制限 

研削個数

超過防止

インター

ロック 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

・研磨屑回収装置の酸化ウラン研磨屑の

回収のため、センタレス研削盤の運転期間

は所定のペレット研削個数（61000 個以

下）に達するまでとする。 

・センタレス研削盤の運転期間は、ペレッ

ト供給機の運転開始を起点とし、途中のペ

レット供給機の運転停止にかかわらず、酸

化ウラン研磨屑の回収のためのペレット

供給機の運転停止を終点とする。研磨屑回

収装置の酸化ウラン研磨屑を回収した後、

改めてペレット供給機の運転開始を運転

期間の起点とする。 

・担当操作員及び研磨運転管理者は、ダブ

ルチェックにより、センタレス研削盤の運

転期間を確認し、記録する。 

（注３）（注６） 

   第２－２

ペレット

室 

センタレス研

削装置 No.2-1 

研磨屑回収装

置 

1台 幾何学的

形状制限

（容積制

限） 

回転数低

下時研削

停止イン

ターロッ

ク 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンスラッ

ジ 

― 幾何学的形

状（容積）：19 

L 以下 

・核的制限値として質量制限を設けてい

る運搬台車、研磨屑乾燥機及び研磨屑乾燥

装置の制限値を超える酸化ウラン研磨屑

が研磨屑回収装置に流入することを防止

するため、研磨屑回収装置の酸化ウラン研

磨屑の回収は、センタレス研削盤の運転期

間が所定のペレット研削個数（61000 個以

下）に達するまでに行う。 

・ペレット供給機の運転開始前及び運転

中に、研磨屑回収装置が所定の回転数

（1,500 rpm 以上）を維持していることを

確認する。 

・研磨屑回収装置の停止時には、ペレット

供給機の運転を停止し、酸化ウラン研磨屑

の研磨屑回収装置への流入がない状態と

する。 

・作業シフト交代前には研磨屑回収装置

の酸化ウラン研磨屑を回収することとし、

センタレス研削盤の運転は、作業シフトを

またがない。 

・担当操作員及び研磨運転管理者は、ダブ

ルチェックにより、研磨屑回収装置の回転

数を確認し、記録する。 

（注３）（注６） 
 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転期間に係る運転管理法を定

めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転期間に係る運転管理法を定

めている。 

設工認申請書に従い、核燃料物

質の状態を酸化ウランスラッジ

とする。 

 



 

4
1 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

センタレス研削

装置 No.2-1 

研削液タンク 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

スラッジ 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

(研削液タンク) 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(45)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・幾何学的形状制限（容積制限） 

幾何学的形状（容積）：19 L 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

センタレス研削

装置 No.2-1 

配管 

1

台 

― 許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

スラッジ 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

―(1) 

(1) 本設備は核的制限値を持たないため、単一ユニットの

臨界安全評価は不要である。 

[4.2-F2] 

（枝管の取扱い） 

核燃料物質を取り扱う部位の形状を枝管として考慮する

ことにより、核的制限値を設けず複数ユニットとして臨界

防止上の影響はない。 

○枝管の仕様 

・枝管の直径：2.54 cm 以下 

・主容器の直径及び枝管の本数：図ハ－２Ｐ設－１６

－２（１）、図ハ－２Ｐ設－１９－１（１）、図ハ－２Ｐ

設－１９－１（２）、図ハ－２Ｐ設－１９－２ 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

センタレス研削

装置 No.2-1 

ペレット乾燥機 

1

台 

― 許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

― 

[4.2-F2] 

（枝管の取扱い） 

―(1) 

(1) 本設備の核燃料物質を取り扱う部位の寸法は、搬送元

である{2071}センタレス研削装置 No.2-1 センタレス

研削盤の核的制限値（厚さ）の範囲内であり、枝管の

取扱いにより臨界防止上の影響はないことを確認して

いる。 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

センタレス研削

装置 No.2-1 研

削液タンク 

1台 幾何学的形

状制限（容積

制限） 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンスラッ

ジ 

― 幾何学的形状（容積）：19 L 以下 ― 

第２－２

ペレット

室 

センタレス研削

装置 No.2-1 配

管 

1式 （枝管の取

扱い） 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンスラッ

ジ 

― ― ― 

   第２－２

ペレット

室 

センタレス研削

装置 No.2-1 ペ

レット乾燥機 

1台 （枝管の取

扱い） 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― ― ― 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

設工認申請書に従い、核燃料物

質の状態を酸化ウランスラッジ

とする。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

設工認申請書に従い、核燃料物

質の状態を酸化ウランスラッジ

とする。 

また、本設備は枝管の取扱いに

基づく設計により、核燃料物質

を取り扱う構造とする。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

4
2 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 ペレッ

ト移載装置 

ペレット検査台

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 ペレッ

ト移載装置 

ペレット移載部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 ペレッ

ト移載装置 

ペレット抜取部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 ペレッ

ト搬送装置 

波板搬送コンベ

ア No.1 部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 ペレッ

ト搬送装置 

波板搬送コンベ

ア No.2 部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設 備 No.2-2

ペレット移載

装置 ペレッ

ト検査台部 

1台 形状寸法制

限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

本装置ではペレット 1段（高さ約 1 cm）

又はペレット保管容器（保管容器Ｇ型）

1段（高さ 8 cm 以下）で取り扱う。 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 ペ

レット移載装

置 ペレット

移載部 

1台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 ペ

レット移載装

置 ペレット

抜取部 

1台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 ペ

レット搬送装

置 波板搬送

コンベア No.1

部 

1 台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 ペ

レット搬送装

置 波板搬送

コンベア No.2

部 

1 台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

4
3 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 ペレッ

ト搬送装置 

目視検査部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 波板移

載装置 

入庫前コンベア

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 第２加工棟 

第２－２ペレ

ット室 

ペレット搬送設

備 No.2-2 波板移

載装置 

波板移載部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(43)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 ペ

レット搬送装

置 目視検査

部 

1台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 波

板 移 載 装 置 

入庫前コンベ

ア部 

1台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

   第２－２

ペレット

室 

ペレット搬送

設備 No.2-2 波

板 移 載 装 置 

波板移載部 

1台 形状寸法制

限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

4
4 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２混合

室 

焙焼炉 No.2-1 

焙焼炉 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン粉末、

酸化ウランペレッ

ト 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(33)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下  

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

焙焼炉 No.2-1 

粉末取扱機 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン粉末 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(32)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・質量制限 

質量：0.75 kgU235 以下  

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

焙焼炉 No.2-1 

研磨屑乾燥機 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン粉末、

酸化ウランペレッ

ト、酸化ウランス

ラッジ 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(29)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・質量制限 

質量：0.75 kgU235 以下  

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

混合室 

焙焼炉No.2-1 

焙焼炉 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－２

混合室 

焙焼炉No.2-1 

粉末取扱機 

1台 質量制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 質量：0.75 kgU235 以

下 

管理機器（秤量器）により事前計

量した単位保管容器の酸化ウラ

ン質量の合計を 17 kg 以下に管理

する。 

   第２－２

混合室 

焙焼炉No.2-1 

研磨屑乾燥機 

1台 質量制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンスラッ

ジ 

 

― 質量：0.75 kgU235 以

下 

研磨屑回収装置から回収した研

磨屑回収釜 1個（センタレス研削

盤の運転期間は所定のペレット

研削個数（61000 個以下）に達す

るまで）で酸化ウラン研磨屑を乾

燥する。 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― （厚さ：9.8 cm 以下） 酸化ウランペレットを焙焼炉

No.2-1 焙焼炉へ搬送する場合

には、核的制限値は焙焼炉 No.2-

1 焙焼炉に従う。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

本設備では酸化ウランペレット

の乾燥は行わない。また、本設備

は焙焼炉 No.2-1 焙焼炉の前段

に位置する設備であり、焙焼炉

No.2-1 焙焼炉によって酸化ウ

ランペレットを焙焼する際には

本設備を酸化ウランペレットが

通過する。このため、設工認申請

書においては核燃料物質の状態

に酸化ウランペレットを記載し

ている。保安規定においては上

記を踏まえた制限値を設定す

る。 

 



 

4
5 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物

質の種類 

核燃料物質の状態 減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－２混合

室 

焙焼炉 No.2-1 

破砕装置 

1

台 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン粉末、酸

化ウランペレット 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(30)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・質量制限 

質量：0.65 kgU235 以下 

[4.1-F2] 

質量制限値逸脱防止のため、供給制限機構を設ける。 

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

焙焼炉 No.2-1 

粉末取扱フード 

1

台 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン粉末 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(31)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・質量制限 

質量：0.75 kgU235 以下  

[4.1-F2] 

質量制限値逸脱防止のため、供給制限機構を設ける。 

 第２加工棟 

第２－２混合

室 

計 量 設 備 架 台

No.4 

― 

1

台 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及び粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン粉末、酸

化ウランペレット 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(34)）を構成す

る。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・質量制限 

質量：0.65 kgU235 以下  

[4.1-F2] 

質量制限値逸脱防止のため、供給制限機構を設ける。 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－２

混合室 

焙焼炉No.2-1 

破砕装置 

1台 質量制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 質量：0.65 kgU235

以下 

管理機器（秤量器）により事前計量

した単位保管容器の酸化ウラン質

量の合計を 14.7 kg 以下に管理す

る。 

   第２－２

混合室 

焙焼炉No.2-1 

粉末取扱フー

ド 

1台 質量制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

― 質量：0.75 kgU235

以下 

本装置の粉末取扱フード及び計量

部では管理機器（秤量器）により事

前計量した単位保管容器の酸化ウ

ラン質量の取扱いの合計を17 kg以

下に管理する。 

   第２－２

混合室 

計量設備架台

No.4 

1 台 質量制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ン粉末 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 質量：0.65 kgU235

以下 

本装置では粉末保管容器（保管容器

Ｆ型）1 個（14.7 kg 酸化ウラン相

当）又はペレット保管容器（保管容

器Ｇ型）1 個（14.7 kg 酸化ウラン

相当）で取り扱う。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 



 

4
6 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット検査室 

ペレット検査台

No.1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(49)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット室、第２－

２ペレット室、

第２－１混合

室、第２－２混

合室 

焙焼炉 No.2-1 運

搬台車 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

粉末 

 

設工認： 

酸化ウラン

スラッジ 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(44)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・質量制限 

質量：0.75 kgU235 以下 

[4.2-F1] 

（複数ユニットの臨界安全） 

第２－２領域において、立体角法により核的に安全な単

一ユニットの配置を定める。 

○複数ユニットの仕様 

・単一ユニット間の面間距離：各々30 cm 以上 

・単一ユニットの位置及び寸法：図ハ－２Ｐ設－１

（５８） 

・単一ユニット間の立体角の総和：許容立体角以下 

核的に隔離されている第２－２領域内でウランを移動す

る場合には、管理された所定の容器に入れるとともに、当該

領域内の他の設備・機器との間に、核的に安全な配置を保持

するように通路を定める。 

ウランの移動範囲を図ハ－２Ｐ設－１（６６）に示す。 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

検査室 

ペレット検査台

No.1 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

本装置のペレット検査台 No.1 及びペレッ

ト検査台No.1計量部ではペレット1段（高

さ約 1 cm）又はペレット保管容器（保管

容器Ｇ型）1 段（高さ 8 cm 以下）で取り

扱うとともに高さが 9.8 cm 以下であるこ

とを管理機器（高さ制限枠）により確認す

る。 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
ラ
イ
ン 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

室  

第２－２

ペレット

室  

第２－１

混合室  

第２－２

混合室 

焙焼炉 No.2-1

運搬台車 

1台 質量制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンスラッ

ジ 

― 質量：0.75 kgU235

以下 

・本運搬台車の移動する通路を定

め、研磨屑回収装置から回収した研

磨屑回収釜 1個（センタレス研削盤

の運転期間は所定のペレット研削

個数（61000 個以下）に達するまで）

で酸化ウラン研磨屑を取り扱う。 

・別図５に示す第２－２領域内の全

ての運搬台車は、酸化ウランを装荷

しない状態で第２－２ペレット室

の操車場に集積して配置しておく。

酸化ウランを運搬する場合には、第

２－２領域内で使用される運搬台

車が2台以下であることを確認した

上で、本運搬台車を使用できる管理

とする。本運搬台車を第２－２ペレ

ット室の操車場から工程内の酸化

ウランを装荷する位置まで移動さ

せた後に、酸化ウランを装荷して運

搬することとする。 

・上記の管理について、研磨屑回収

装置から研磨屑乾燥機又は研磨屑

乾燥装置まで本運搬台車を使用す

る前に、担当操作員及び研磨運転管

理者は、ダブルチェックにより確認

し、記録する。 

（注５） 
 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

設工認申請書に従い、核燃料物

質の状態を酸化ウランスラッジ

とする。 

 



 

4
7 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット検査室、第

２－１ペレッ

ト室、第２－２

ペレット室、第

２－１混合室、

第２－２混合

室 

スクラップ保管

ラックＦ型運搬

台車 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(46)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 ㎝以下 

[4.2-F1] 

（複数ユニットの臨界安全） 

第２－２領域において、立体角法により核的に安全な単

一ユニットの配置を定める。 

○複数ユニットの仕様 

・単一ユニット間の面間距離：各々30 cm 以上 

・単一ユニットの位置及び寸法：図ハ－２Ｐ設－１

（６２） 

・単一ユニット間の立体角の総和：許容立体角以下 

核的に隔離されている第２－２領域内でウランを移動す

る場合には、管理された所定の容器に入れるとともに、当該

領域内の他の設備・機器との間に、核的に安全な配置を保持

するように通路を定める。 

ウランの移動範囲を図ハ－２Ｐ設－１（６６）に示す。 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

成
型
施
設 

第２加工棟 

第２－１ペレ

ット検査室、第

２－１ペレッ

ト室、第２－２

ペレット室、第

２－１混合室、

第２－２混合

室 

ペレット運搬台

車 No.3 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－２領域の単一ユニット（No.2-2(49)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 ㎝以下 

[4.2-F1] 

（複数ユニットの臨界安全） 

第２－２領域において、立体角法により核的に安全な単

一ユニットの配置を定める。 

○複数ユニットの仕様 

・単一ユニット間の面間距離：各々30 cm 以上 

・単一ユニットの位置及び寸法：図ハ－２Ｐ設－１

（６５） 

・単一ユニット間の立体角の総和：許容立体角以下 

核的に隔離されている第２－２領域内でウランを移動す

る場合には、管理された所定の容器に入れるとともに、当該

領域内の他の設備・機器との間に、核的に安全な配置を保持

するように通路を定める。 

ウランの移動範囲を図ハ－２Ｐ設－１（６６）に示す。 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
加
工
棟 

第 ２ －

１ ペ レ

ッ ト 検

査室  

第 ２ －

１ ペ レ

ット室  

第 ２ －

２ ペ レ

ット室  

第 ２ －

１ 混 合

室  

第 ２ －

２ 混 合

室 

スクラップ保

管ラックＦ型

運搬台車 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt%以下

の 濃 縮

ウラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

・本運搬台車の移動する通路を定め、ペレ

ット保管容器（保管容器Ｇ型）1段で取り

扱う。 

・別図５に示す第２－２領域内の全ての

運搬台車は、酸化ウランを装荷しない状

態で第２－２ペレット室の操車場に集積

して配置しておく。酸化ウランを運搬す

る場合には、第２－２領域内で使用され

る運搬台車が 2 台以下であることを確認

した上で、本運搬台車を使用できる管理

とする。本運搬台車を第２－２ペレット

室の操車場から工程内の酸化ウランを装

荷する位置まで移動させた後に、酸化ウ

ランを装荷して運搬することとする。 

・上記の管理について、本運搬台車を使用

する前に、担当及び担当以外の操作員は、

ダブルチェックにより確認し、記録する。 

（注５） 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

成
形
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

ペレット

検査室  

第２－１

ペレット

室  

第２－２

ペレット

室  

第２－２

混合室 

ペレット運搬台

車 No.3 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm

以下 

・本運搬台車の移動する通路を定め、ペレ

ット保管容器（保管容器Ｇ型）1段で取り

扱う。 

・別図５に示す第２－２領域内の全ての

運搬台車は、酸化ウランを装荷しない状

態で第２－２ペレット室の操車場に集積

して配置しておく。酸化ウランを運搬す

る場合には、第２－２領域内で使用され

る運搬台車が 2 台以下であることを確認

した上で、本運搬台車を使用できる管理

とする。本運搬台車を第２－２ペレット

室の操車場から工程内の酸化ウランを装

荷する位置まで移動させた後に、酸化ウ

ランを装荷して運搬することとする。 

・上記の管理について、本運搬台車を使用

する前に、担当及び担当以外の操作員は、

ダブルチェックにより確認し、記録する。 

（注５） 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 



 

4
8 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 

ペレット保管箱

置台部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 

ペレット保管箱

搬送部 

1

台 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 

波板移載部 

1

台 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 

ペレット編成挿

入部 

1

台 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット、

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 ペレ

ット保管箱置台

部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒加

工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 ペレ

ット保管箱搬送

部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

燃料棒加

工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 波板

移載部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

ペレット編成挿

入機 No.1 ペレ

ット編成挿入部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

燃料棒 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では酸化ウランペ

レットのみを取り扱うため、核燃料物

質の状態を酸化ウランペレットとし

ている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では酸化ウランペ

レットのみを取り扱うため、核燃料物

質の状態を酸化ウランペレットとし

ている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では酸化ウランペ

レットのみを取り扱うため、核燃料物

質の状態を酸化ウランペレットとし

ている。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

4
9 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

ペレット編成挿

入機 No.2-1 

ペレット保管箱

搬送部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(6)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

ペレット編成挿

入機 No.2-1 

ペレット編成挿

入部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット、

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(6)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－２

燃料棒加

工室 

ペレット編成挿

入機 No.2-1 ペ

レット保管箱搬

送部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－２

燃料棒加

工室 

ペレット編成挿

入機 No.2-1 ペ

レット編成挿入

部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

燃料棒 

― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では酸化ウランペ

レットのみを取り扱うため、核燃料物

質の状態を酸化ウランペレットとし

ている。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

燃料棒トレイ置

台 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(2)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

燃料棒装荷部 

上下方向段数:1 段 

装荷部高さ:40 cm 以下 

横方向：無限個 

装荷部の幅:40 cm 以下 

面間距離 :30.5 cm 以上 

長さ方向：無限長さ 

燃料棒トレイ 

燃料棒列数:18 列以下 

トレイ段数:5 段以下 

トレイ上下方向ピッチ:3.0 cm 以上 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

燃料棒トレイ置

台 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 燃料棒装荷部 

上下方向段数：1段 

装荷部高さ：40 cm 以下 

横方向：無限個 

装荷部の幅：40 cm 以下 

面間距離：30.5 cm 以上 

長さ方向：無限長さ 

燃料棒トレイ 

燃料棒列数：18列以下 

トレイ段数：5段以下 

トレイ上下方向ピッチ：3.0 cm 以上 

― 

 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
1 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

脱ガス設備 No.1 

真空加熱炉部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(2)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

燃料棒装荷部 

上下方向段数:1 段 

装荷部高さ:40 cm 以下 

横方向：無限個 

装荷部の幅:40 cm 以下 

面間距離 :30.5 cm 以上 

長さ方向：無限長さ 

燃料棒トレイ 

燃料棒列数:18 列以下 

トレイ段数:5 段以下 

トレイ上下方向ピッチ:3.0 cm 以上 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

燃料棒トレイ 

― 

20

個 

    

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

脱ガス設備 No.1 

運搬台車 

1

台 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(2)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

燃料棒装荷部 

上下方向段数:1 段 

装荷部高さ:40 cm 以下 

横方向：無限個 

装荷部の幅:40 cm 以下 

面間距離 :30.5 cm 以上 

長さ方向：無限長さ 

燃料棒トレイ 

燃料棒列数:18 列以下 

トレイ段数:5 段以下 

トレイ上下方向ピッチ:3.0 cm 以上 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

 

第２－１

燃料棒加

工室 

脱ガス設備 No.1 

真空加熱炉部 

 

 

燃料棒トレイ 

1台 形状寸法

制限 

形状寸法

制限（燃料

棒数） 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 燃料棒装荷部 

上下方向段数：1段 

装荷部高さ：40 cm 以下 

横方向：無限個 

装荷部の幅：40 cm 以下 

面間距離：30.5 cm 以上 

長さ方向：無限長さ 

燃料棒トレイ 

燃料棒列数：18列以下 

トレイ段数：5段以下 

トレイ上下方向ピッチ：3.0 cm 以上 

― 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

脱ガス設備 No.1 

運搬台車 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 燃料棒装荷部 

上下方向段数：1段 

装荷部高さ：40 cm 以下 

横方向：無限個 

装荷部の幅：40 cm 以下 

面間距離：30.5 cm 以上 

長さ方向：無限長さ 

燃料棒トレイ 

燃料棒列数：18列以下 

トレイ段数：5段以下 

トレイ上下方向ピッチ：3.0 cm 以上 

― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
2 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 

燃料棒搬送 No.1-

1 部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 

燃料棒搬送 No.1-

2 部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 

第 二 端 栓 溶 接

No.1-1 部 

 (臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 

第 二 端 栓 溶 接

No.1-2 部 

 (臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 燃料棒

搬送 No.1-1 部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒加

工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 燃料棒

搬送 No.1-2 部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 第二端

栓溶接 No.1-1 部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒加

工室 

第二端栓溶接設

備 No.1 第二端

栓溶接 No.1-2 部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
3 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称機器

名 員
数 

核燃料物

質の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条

件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく

仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料棒加工室 

燃料棒搬送設備 No.1 

燃料棒移載（１）部 

1台 

 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工室 

燃料棒搬送設備 No.1 

被覆管コンベア部 

1台 

 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工室 

燃料棒搬送設備 No.1 

除染コンベア部 

1台 

 

(臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工室 

燃料棒搬送設備 No.1 

燃料棒トレイ移載部 

1台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及

び燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工室 

燃料棒搬送設備 No.2

燃料棒移送装置（Ａ） 

― 

1台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

 

燃料棒搬送設備 No.3

燃料棒移載装置（２） 

― 

1台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１燃料棒加工室 燃 料 棒 搬 送 設 備

No.1 燃料棒移載

（１）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１燃料棒加工室 燃 料 棒 搬 送 設 備

No.1 被覆管コン

ベア部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１燃料棒加工室 燃 料 棒 搬 送 設 備

No.1 除染コンベ

ア部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１燃料棒加工室 燃 料 棒 搬 送 設 備

No.1 燃料棒トレ

イ移載部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１燃料棒加工室 燃 料 棒 搬 送 設 備

No.2 燃料棒移載装

置（Ａ） 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１燃料棒加工室 燃 料 棒 搬 送 設 備

No.3 燃料棒移載装

置（２） 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
4 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称機器

名 員
数 

核燃料物

質の種類 

核燃料物質の

状態 

減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく

仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料棒加工

室、第２－２燃料棒加

工室 

燃料棒搬送設備 No.8 

被 覆 管 コ ン ベ ア

No.8-1 部 

1 台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及び

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(6)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工

室、第２－２燃料棒加

工室 

燃料棒搬送設備 No.8 

燃料棒移載 No.8-1 部 

1 台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及び

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)及び

No.2-4(6)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工

室、第２－２燃料棒加

工室 

燃料棒搬送設備 No.8 

燃料棒移載 No.8-2 部 

1 台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット及び

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料棒加工

室、第２－１燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備 No.9 

― 

1 台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称機器

名 員
数 

核燃料物

質の種類 

核燃料物質の

状態 

減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく

仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料棒加工室 

ペレット検査台 No.2 

― 

1 台 (臨界防

止に係る

安全機能

又は技術

基準に基

づく仕様

に記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウランペ

レット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構

成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１燃料棒加工室 

第２－２燃料棒加工室 

燃 料 棒 搬 送 設 備

No.8 被覆管コン

ベア No.8-1 部 

1 台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１燃料棒加工室 

第２－２燃料棒加工室 

燃 料 棒 搬 送 設 備

No.8 燃料棒移載

No.8-1 部 

1 台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１燃料棒加工室 

第２－２燃料棒加工室 

燃 料 棒 搬 送 設 備

No.8 燃料棒移載

No.8-2 部 

1 台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１燃料棒加工室 

第２－１燃料棒検査室 

燃 料 棒 搬 送 設 備

No.9 

1 台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

ペレット検査台

No.2 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置ではペレット 1 段（高さ約 1 

cm）又はペレット保管容器（保管容器

Ｇ型）1段（高さ 8 cm 以下）で取り扱

うとともに高さが 9.8 cm 以下である

ことを管理機器（高さ制限枠）により

確認する。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工認を

踏まえた臨界安全管理に係る制限値

を設定している。 

加工事業変更許可申請書においては、

複数の設備を含めているため、核燃料

物質の状態をペレット及び燃料棒と

しているが、本設備では燃料棒のみを

取り扱うため、核燃料物質の状態を燃

料棒としている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 



 

5
5 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

Ｘ線透過試験機

No.1 

― 

1

台 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

ヘリウムリーク

試験機 No.1 

トレイ挿入部 

1

台 

 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

ヘリウムリーク

試験機 No.1 

ヘリウムリーク

試験部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.4 

ストックコンベ

ア（１）部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.4 

燃料棒移載（３）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物質

の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

Ｘ線透過試験機

No.1 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒検

査室 

ヘリウムリーク試

験機 No.1 トレ

イ挿入部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

ヘリウムリーク試

験機 No.1 ヘリ

ウムリーク試験部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.4 ストックコ

ンベア（１）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.4 燃料棒移載

（３）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
6 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.5 

燃料棒移載（４）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.5 

燃料棒置台（１）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.5 

燃料棒置台（２）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.5 

燃料棒コンベア

（１）部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.5 

燃料棒コンベア

（２）部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.5 燃料棒移載

（４）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.5 燃料棒置台

（１）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.5 燃料棒置台

（２）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.5 燃料棒コン

ベア（１）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.5 燃料棒コ

ンベア（２）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃 縮 ウ ラ

ン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
7 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.6 

燃料棒移載（５）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.6 

ストックコンベ

ア（２）部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒搬送設備

No.6 

燃料棒移載（６）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒検査台

No.1 

燃料棒移送（Ｂ）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃 料 棒 検 査 台

No.1 

石定盤部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒検査室 

燃料棒検査台

No.1 

燃料棒移送（Ｃ）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(3)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.6 燃料棒移

載（５）部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.6 ストック

コンベア（２）部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

燃料棒検

査室 

燃料棒搬送設備

No.6 燃料棒移

載（６）部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

燃料棒検

査室 

燃 料 棒 検 査 台

No.1 燃料棒移

送（Ｂ）部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃 料 棒 検 査 台

No.1 石定盤部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では燃料棒1段（高さ約1 cm）

で取り扱うとともに高さが 9.8 cm

以下であることを管理機器（高さ制

限棒）により確認する。 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒検

査室 

燃 料 棒 検 査 台

No.1 燃料棒移

送（Ｃ）部 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 

個別の s対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

5
8 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質の状態 減速

条件 

臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－１燃料

棒加工室 

燃料棒解体装置

No.1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及び燃料

棒 

 

設工認： 

酸化ウランペレッ

ト、燃料棒 

― （単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(1)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

燃料棒解体装置

No.2 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット及び燃料

棒 

 

設工認： 

酸化ウランペレッ

ト、燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(7)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

ペレット一時保

管台 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウランペレッ

ト 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(4)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

ペレット検査装

置 No.5 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウランペレッ

ト 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(5)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

計量設備架台

No.9 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウランペレッ

ト 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(8)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

被
覆
施
設 

第２加工棟 

第２－２燃料

棒加工室 

計量設備架台

No.10 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

ペレット 

 

設工認： 

酸化ウラン

ペレット 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(9)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8cm 以下 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

燃料棒加

工室 

燃料棒解体装置

No.1 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

燃料棒 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では燃料棒1段（高さ約1 cm）

又はペレット保管容器（保管容器Ｇ

型）1段（高さ 8 cm 以下）で取り扱

うとともに高さが 9.8 cm 以下であ

ることを管理機器（高さ制限棒）に

より確認する。 

第２－２

燃料棒加

工室 

燃料棒解体装置

No.2 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

燃料棒 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では燃料棒1段（高さ約1 cm）

又はペレット保管容器 1 段（高さ 8 

cm 以下）で取り扱うとともに高さが

9.8 cm 以下であることを管理機器

（高さ制限棒）により確認する。 

  第２－２

燃料棒加

工室 

ペレット一時保

管台 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では、ペレット保管容器 1段

（高さ 8 cm 以下）で取り扱う。 

  第２－２

燃料棒加

工室 

ペレット検査装

置 No.5 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置ではペレット 1 段（高さ約 1 

cm）又はペレット保管容器 1段（高

さ 8 cm 以下）で取り扱う。 

  第２－２

燃料棒加

工室 

計 量 設 備 架 台

No.9 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置ではペレット 1 段（高さ約 1 

cm）又はペレット保管容器 1段（高

さ 8 cm 以下）で取り扱う。 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

被
覆
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－２

燃料棒加

工室 

計 量 設 備 架 台

No.10 

1 台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

酸化ウラ

ンペレッ

ト 

― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置ではペレット保管容器 2 段

以下で取り扱う。 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 



 

5
9 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

組
立
施
設 

第２加工棟 

第２－１組立

室 

組立機 No.1 燃料

棒挿入装置

（１） 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(12)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

組立機 No.2 燃料

棒挿入装置

（１） 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(13)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

組立機 No.1 

組立定盤部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料棒、燃

料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(14)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

組立機 No.2 

組立定盤部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料棒、燃

料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(15)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

組
立
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

組立室 

組立機 No.1 燃料

棒挿入装置（１） 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

第２－１

組立室 

組立機 No.2 燃料

棒挿入装置（１） 

1台 形状寸法

制限 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 ― 

  第２－１

組立室 

組立機 No.1 組

立定盤部 

1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

  第２－１

組立室 

組立機 No.2 組

立定盤部 

1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

本設備は燃料棒から燃料集合体

の組み立てを行うため、設工認

申請書においては核燃料物質の

状態に燃料棒及び燃料集合体を

記載している。保安規定におい

ては、上記を踏まえた核燃料物

質の状態としている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

本設備は燃料棒から燃料集合体

の組み立てを行うため、設工認

申請書においては核燃料物質の

状態に燃料棒及び燃料集合体を

記載している。保安規定におい

ては、上記を踏まえた核燃料物

質の状態としている。 

 



 

6
0 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

組
立
施
設 

第２加工棟 

第２－１組立

室 

組立機 No.1 

スウェージング

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料棒、燃

料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(14)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

組立機 No.2 

スウェージング

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料棒、燃

料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(15)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

組
立
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

組立室 

組立機 No.1 ス

ウェージング部 

1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

第２－１

組立室 

組立機 No.2 ス

ウェージング部 

1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

本設備は燃料棒から燃料集合体

の組み立てを行うため、設工認

申請書においては核燃料物質の

状態に燃料棒及び燃料集合体を

記載している。保安規定におい

ては、上記を踏まえた核燃料物

質の状態としている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

本設備は燃料棒から燃料集合体

の組み立てを行うため、設工認

申請書においては核燃料物質の

状態に燃料棒及び燃料集合体を

記載している。保安規定におい

ては、上記を踏まえた核燃料物

質の状態としている。 

 



 

6
1 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

組
立
施
設 

第２加工棟 

第２－１組立

室 

燃料集合体取扱

機 No.1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料集合体 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(16)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt% 以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

竪型定盤 No.1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料集合体 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(17)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

燃料集合体外観

検査装置 No.1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(18)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

組
立
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

組立室 

燃料集合体取扱

機 No.1 

1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

第２－１

組立室 

竪型定盤 No.1 1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

  第２－１

組立室 

燃料集合体外観

検査装置 No.1 

1台 体数制限 濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ― 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

 



 

6
2 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

組
立
施
設 

第２加工棟 

第２－１組立

室 

立会検査定盤

No.1 

石定盤部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(19)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

立会検査定盤

No.1 

燃料棒移送（Ｄ）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(19)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 第２加工棟 

第２－１組立

室 

立会検査定盤

No.1 

燃料棒移送（Ｅ）

部 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料棒 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

第２－４領域の単一ユニット（No.2-4(19)）を構成する。 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・形状寸法制限 

厚さ：9.8 cm 以下 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

組
立
施
設 

第２加工棟 

第２－１組立

室、第２集合体

保管室 

２ton 天井クレー

ン No.1 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

（燃料集合体 1 体を搬送する本設備を組立施設と貯

蔵施設（第２集合体保管室）の単一ユニット評価にて

考慮しており、燃料集合体を輸送する際に影響のない

ことを確認している。） 

 第２加工棟 

第２梱包室、第

２集合体保管

室 

２．８ton 天井ク

レーン 

― 

1

台 

(臨界防止

に係る安全

機能又は技

術基準に基

づく仕様に

記載) 

許可： 

燃料集合体 

 

設工認： 

燃料集合体 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

○単一ユニットの仕様 

・濃縮度 5 wt%以下 

・体数制限 

燃料集合体数：1 体以下 

（燃料集合体 1 体を搬送する本設備を組立施設と貯

蔵施設（第２集合体保管室）の単一ユニット評価にて

考慮しており、燃料集合体を輸送する際に影響のない

ことを確認している。） 
 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物質

の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

組
立
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

組立室 

立 会 検 査 定 盤

No.1 石定盤部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では燃料棒 1 段（高さ約 1 

cm）で取り扱う。 

第２－１

組立室 

立 会 検 査 定 盤

No.1 燃料棒移

送（Ｄ）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では燃料棒保管容器（保管

容器Ｈ型）1 段（燃料棒 1 段（高

さ約 1 cm））で取り扱う。 

  第２－１

組立室 

立 会 検 査 定 盤

No.1 燃料棒移

送（Ｅ）部 

1台 形状寸法

制限 

濃 縮 度 5 

wt%以下の

濃縮ウラン 

燃料棒 ― 厚さ：9.8 cm 以下 本装置では燃料棒 1 段（高さ約 1 

cm）で取り扱う。 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 
設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

組
立
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１

組立室  

第２集合

体保管室 

２ton 天井クレ

ーン No.1 

1 台 体数制限 

クレーン

2 個の近

接防止構

造 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ―（注７） 

第２梱包

室 

第２集合

体保管室 

２．８ton 天井ク

レーン 

1台 体数制限 

クレーン

2 個の近

接防止構

造 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料集合

体 

― 燃料集合体数：1体以下 ―（注７） 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

 

 

区
分 

設置場所 設備・機器名称

機器名 員
数 

核燃料物質

の種類 

核燃料物質

の状態 

減速条件 臨界防止に係る安全機能又は技術基準に基づく仕様 

組
立
施
設 

第２加工棟 

第２－１組立

室、第２－１燃

料棒検査室、第

２燃料棒保管

室、第２部品

室、第２梱包

室、第２輸送容

器保管室 

燃料棒運搬台車

No.1 

― 

1

台 

― 許可： 

（枝管の

取扱い） 

 

設工認： 

燃料棒 

 

― [4.1-F1] 

（単一ユニットの臨界安全） 

―(1) 

 

[4.2-F2] 

（枝管の取扱い） 

核燃料物質を取り扱う部位の形状を枝管として考慮する

ことにより、核的制限値を設けず複数ユニットとして臨界

防止上の影響はない。 

○枝管の仕様 

・枝管の直径：2.54 cm 以下 

・主容器の直径：19.0 cm 以上 

・枝管の本数：1本 

(1) 本設備は核的制限値を持たないため、単一ユニットの

臨界安全評価は不要である。 
 

 

別表４ 臨界安全管理に係る制限値（続き） 

施
設
名 

設置場所 設備名 設
備
台
数 

制限値 運転管理方法 

項目 核燃料物

質の種類 

核燃料物

質の状態 

減速条件 核的制限値 

組
立
施
設 

第
２
加
工
棟 

第２－１組立室  

第２－１燃料棒検査室 

第２燃料棒保管室  

第２部品室  

第２梱包室  

第２輸送容器保管室 

燃料棒運搬台車

No.1 

1台 （枝管の

取扱い） 

濃縮度 5 

wt% 以 下

の濃縮ウ

ラン 

燃料棒 ― ― 本装置では燃料棒 1 本（高さ

約 1 cm）を超える装荷は行わ

ない。 

 

 

 

個別の対応状況の説明 

加工事業変更許可申請及び設工

認を踏まえた臨界安全管理に係

る制限値を設定している。 

保安規定において、当該設備の

運転管理方法を定めている。 

本設備は枝管の取扱いにより加

工事業変更許可申請書では核燃

料物質の状態の記載がないが、

燃料棒を搬送するため、核燃料

物質の状態を燃料棒としてい

る。 

また、本設備は枝管の取扱いに

基づく設計により、核燃料物質

を取り扱う構造とする。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜熱的制限値＞ 

・連続焼結炉 No.1 に係る記載（加工事業変更許可申請書 p54） 

ハ．加工設備本体の構造及び設備 

(ﾊ) 成型施設 

(4) 主要な核的及び熱的制限値 

(ⅱ) 熱的制限値 

(a) 第２加工棟 

設備及び機器の種類 制限温度（℃） 

連続焼結炉 1,850 

 

・連続焼結炉 No.2-1 に係る記載（第５次設工認申請書 p124） 

設工認申請書における仕様表の記載 

設備・機器名称 機器名 その他の性能 

連続焼結炉 No.2-1 熱的制限値：1850 ℃ 

 

 

別表５ 火災及び爆発の防止のための措置（第 35条関係） 

 

１．熱的制限値（第 35条第 1項関係） 

設備名 熱的制限値（℃） 運転管理方法 

連続焼結炉No.1※ 1850 自動温度制御装置の温度設定値を1850

℃以下に設定して運転する。 

連続焼結炉No.2-1 1850 自動温度制御装置の温度設定値を1850

℃以下に設定して運転する。 

※後半申請の加工施設であり、核燃料物質の取扱い又は貯蔵、保管廃棄を行わないこと。 
 
 
 
 

 

別表５ １．熱的制限値

では、加工事業変更許可

申請書の記載に基づき、

連続焼結炉の熱的制限値

を定めている。また、設工

認申請書に基づき、具体

的な設備名を明確化して

いる。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜可燃性ガスの爆発防止＞ 

・連続焼結炉 No.1 に係る記載（加工事業変更許可申請書 p5-113） 

チ．火災・爆発に対する安全設計 

(ﾛ) 火災等に対する安全設計 

(2) 爆発の発生防止に関する安全設計 

(ⅳ) 漏えい時の爆発防止 

可燃性ガスの漏えいによる爆発の発生を防止するため、可燃性ガスを使用する設備・機器

及び当該設備・機器へ可燃性ガスを供給するための屋内配管周辺に可燃性ガスの検出器を設

置することにより、可燃性ガスの漏えいを常時監視し、早期に漏えいを検知する。 

 

添５チ(ﾛ)の第２表 可燃性ガスを使用する設備・機器 

設備・機器名称 設置場所 可燃性ガス 備考 

連続焼結炉 

（２台） 

第２加工棟 

第２－１ペレット室 

第２－２ペレット室 

アンモニア分解ガス 

（水素 3：窒素 1） 
焼結炉内の還元雰囲気用 

プロパンガス 

（ボンベ） 

焼結炉出入口及び水素・窒

素混合ガス排出口における

水素燃焼用の種火 

 

 

・設工認申請書において可燃性ガスの検出器を設置する設備の一覧 

設備・機器名称 機器名 該当する仕様表の記載 

連続焼結炉 No.2-1 [11.5-F1] 

○可燃性ガス漏えい検知時 可燃性ガス遮断インターロック 

当該施設及び当該施設へ可燃性ガスを供給するための屋内配管周辺

には、可燃性ガスの漏えいによる爆発の発生を防止するため、可燃

性ガスの検出器を設置することにより、可燃性ガスの漏えいを常時

監視し、早期に漏えいを検知する。 

燃料開発設備 加熱炉 

燃料開発設備 小型雰囲気可変炉 

焼却設備 焼却炉 

 

２．可燃性ガスの爆発防止（第 35条第 2項関係） 

可燃性ガス漏えい検知器を設置する設備 

連続焼結炉No.1 

連続焼結炉No.2-1 

燃料開発設備 加熱炉 

燃料開発設備 小型雰囲気可変炉 

焼却設備 焼却炉 
 

別表５ ２．可燃性ガス

の爆発防止では、加工事

業変更許可申請書の記載

に基づき、可燃性ガス漏

えい検知器を設置する設

備を定めている。また、設

工認申請書に基づき、具

体的な設備名を明確化し

ている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p6-3） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ロ．放射線の被ばく管理 

(ﾛ) 作業環境の管理 

(2) 線量の管理 

（略）第１種管理区域から退出又は物品を搬出する際には、出口においてハンドフットクロスモ

ニタ等により身体表面及び搬出物品の表面密度を測定し、線量告示に定める表面密度限度の 1/10 

を超えないように管理する。 

 

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（原

子力規制委員会告示第８号）第四条（表面密度限度） 

アルファ線を放出する放射性物質：四ベクレル毎平方センチメートル 

アルファ線を放出しない放射性物質：四十ベクレル毎平方センチメートル 

別表６ 身体及び身体に着用している物の表面密度（第 45条関係） 

区分 表面密度 

アルファ線を放出する放射性物質 0.4 Bq／cm2 

アルファ線を放出しない放射性物質 4 Bq／cm2 

 

別表６では、加工事業変

更許可申請書及び関係法

令に基づき、第１種管理

区域から退出する際の身

体及び身体に着用してい

る物の表面密度の管理値

を定めている。 

 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p7） 

Ⅰ．加工施設の位置、構造及び設備 

ロ．加工施設の一般構造 

(ﾛ) 放射線の遮蔽に関する構造 

(3) 放射線業務従事者に対する放射線防護設計 

（略）放射線業務従事者の線量限度が、100 mSv/5 年間及び 50 mSv/年以下となるよう被ばく

管理を行い、必要な個人被ばく線量計を備えるものとする。また、遠隔操作、放射性物質の漏

えい防止、外部放射線に係る線量を制限する必要がある区域への立入りの制限等の放射線防護

上の措置を講じる。（略） 

 

 

 

別表７ 放射線業務従事者に係る線量限度（第 48条、第 91条の 2関係） 

実効線量限度 

等価線量限度 

眼の水晶体 皮膚 
妊娠中である女子の 

腹部表面 

100 mSv/5年   (注1) 

50 mSv/年    (注2) 

100 mSv/5年  (注1) 

50 mSv/年    (注2) 

 

500 mSv/年 

 

2 mSv/出産までの期間 

(注4) 

女子 

5 mSv/3月    (注3) 

妊娠中である女子 

内部被ばくで1 mSv/出産

までの期間    (注4) 

別表 7 の線量限度にかかわらず、加工施設に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、加工

設備の操作に重大な支障を及ぼすおそれのある加工施設の損傷が生じた場合その他の緊急やむを得な

い場合においては、放射線業務従事者の実効線量が 100 mSv（線量告示第７条第２項第１号、第２号

及び第４号に掲げる事象のいずれかが発生した場合にあっては 250 mSv）、眼の水晶体の等価線量が

300 mSv 及び皮膚の等価線量が 1 Sv を超えない範囲において緊急作業が必要と認められる期間、緊急

作業に従事させることができる。 

なお、この適用は男子の放射線業務従事者に限定する。 
 

（注１）平成 13年 4月 1日以後 5年ごとに区分した各期間。 

（注２）4月 1日を始期とする 1年間。 

（注３）妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を所長及び環境安全部長に書面で申し出た者

及び妊娠中の者については適用除外。 
（注４）本人の申し出等により所長及び環境安全部長が妊娠の事実を知ったときから出産までの期間。 

 

別表７では、関係法令に

基づき、放射線業務従事

者に係る線量限度を定め

ている。このうち、放射線

業務従事者の実効線量限

度（100 mSv/5年間及び50 

mSv/年）については、加工

事業変更許可申請書にお

ける記載が整合してい

る。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p6-3） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ロ．放射線の被ばく管理 

(ﾊ) 放射線業務従事者の被ばく管理 

(2) 線量の管理 

(ⅰ) 外部被ばく線量 

放射線業務従事者は蛍光ガラス線量計等の個人線量計を着用し、３月ごと（妊娠中の女子に

ついては、本人の申出等により加工事業者が妊娠の事実を知った時から出産するまでの期間に

つき１月ごと）に外部被ばく線量を測定する。 

また、その他必要に応じてポケット線量計、電子式線量計、熱蛍光線量計（TLD）によって外

部被ばく線量を測定する。 

 

(ⅱ) 内部被ばく線量 

内部被ばく線量は、作業時間を考慮し、空気中の放射性物質濃度を測定し、３月ごと（妊娠

中の女子については、本人の申出等により加工事業者が妊娠の事実を知った時から出産するま

での期間につき１月ごと）に算出する。また、必要に応じてウランの体内摂取の有無を確認す

るため、尿中ウラン量の測定を行う。 

 

別表８ 線量の評価項目及び頻度（第 49条関係） 

項目 区分 評価頻度 

外部被ばくに 

よる線量 
放射線業務従事者 

1回／3月 

その他、環境安全部長が必要と認めた都度 

内部被ばくに 

よる線量 

第１種管理区域に立入

った放射線業務従事者 

1回／3月 

その他、環境安全部長が必要と認めた都度 
 

別表８では、加工事業変

更許可申請書の記載に基

づき、放射線業務従事者

の線量の評価頻度につい

て、原則として 1回／3月

の頻度で行うことを定め

ている。 

 

妊娠中の女子について、

出産するまでの期間につ

き１月ごとに評価するこ

と及び必要に応じてウラ

ンの体内摂取の有無を確

認するため尿中ウラン量

の測定を行うことについ

ては、「その他、環境安全

部長が必要と認めた都

度」と記載している。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p6-3） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ロ．放射線の被ばく管理 

(ﾛ) 作業環境の管理 

(1) 外部放射線に係る線量の測定 

第１種管理区域及び第２種管理区域においては、外部放射線に係る線量を熱蛍光線量計（TLD）

等によって週１回以上の頻度で定期的に測定し、管理する。 

(2) 表面密度の測定 

第１種管理区域においては、床、壁等の表面密度をスミヤ法等により週１回以上の頻度で定期

的に測定し、管理する。 

(3) 空気中の放射性物質濃度の測定 

第１種管理区域においては、空気中の放射性物質をエアスニファにより採取し、その濃度を放

射能測定装置により週１回以上の頻度で定期的に測定し、管理する。（略） 

 

（加工事業変更許可申請書 p6-31） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ハ．放射性廃棄物の廃棄に関する管理 

(ﾊ) 施設周辺環境の管理 

加工施設の敷地内及び敷地境界定点における線量を熱蛍光線量計（TLD）等により、また、空気

中、土壌中、河川水中の放射性物質濃度を放射能測定装置により、それぞれ定期的に測定し、長期

間にわたる環境の監視を行う。(略） 

別表９ 線量当量等の測定（第 52条、第 74条、第 75条関係） 

測定場所 測定項目 測定頻度 

第１種管理区域 

・外部放射線に係る線量当量 

・空気中の放射性物質の濃度 

・表面密度 

 

 １回／週 

第２種管理区域 ・外部放射線に係る線量当量 

周辺監視区域 ・外部放射線に係る線量当量 

周辺監視区域外 
・環境試料中の放射性物質濃度 (注１) 

・空気中の放射性物質の濃度 
 １回／３月 

(注１) 周辺環境におけるウランの濃度を監視するため、加工施設周辺の河川水、土壌のウラン濃度

の測定を行う。 

 

別表９では、加工事業変

更許可申請書の記載に基

づき、第１種管理区域及

び第２種管理区域におけ

る外部放射線に係る線量

当量、第１種管理区域に

おける表面密度及び空気

中放射性物質濃度の測定

の測定頻度について定め

ている。 

 

なお、周辺監視区域にお

ける外部放射線に係る線

量当量並びに周辺監視区

域外における環境試料中

の放射性物質濃度及び空

気中の放射性物質の濃度

の測定については、加工

事業変更許可申請書に対

応する記載はないが、別

表９において、測定頻度

を明確化ししている。 

 

また、周辺監視区域外に

おける環境試料中の放射

性物質濃度の測定につい

て、加工事業変更許可申

請書の記載に基づき、加

工施設周辺の河川水、土

壌のウラン濃度の測定を

行うことを明確化してい

る。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜放射線業務従事者の線量＞ 

（加工事業変更許可申請書 p6-3） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ロ．放射線の被ばく管理 

(ﾊ) 放射線業務従事者の被ばく管理 

(2) 線量の管理 

(ⅰ) 外部被ばく線量 

放射線業務従事者は蛍光ガラス線量計等の個人線量計を着用し、３月ごと（妊娠中の女子に

ついては、本人の申出等により加工事業者が妊娠の事実を知った時から出産するまでの期間に

つき１月ごと）に外部被ばく線量を測定する。 

また、その他必要に応じてポケット線量計、電子式線量計、熱蛍光線量計（TLD）によって外

部被ばく線量を測定する。 

(ⅱ) 内部被ばく線量 

内部被ばく線量は、作業時間を考慮し、空気中の放射性物質濃度を測定し、３月ごと（妊娠

中の女子については、本人の申出等により加工事業者が妊娠の事実を知った時から出産するま

での期間につき１月ごと）に算出する。また、必要に応じてウランの体内摂取の有無を確認す

るため、尿中ウラン量の測定を行う。 

別表１０ 線量当量等の測定方法（第 52条関係） 

測定項目 測定方法 

放射線業務従事

者の線量 

放射線業務従事者の外部被ばく

による線量 

蛍光ガラス線量計、個人線量計（電子式線

量計）又は熱蛍光線量計（TLD）による測定 

第１種管理区域に立ち入った放

射線業務従事者の内部被ばくに

よる線量 

空気中放射性物質濃度からの計算又はバ

イオアッセイ法（尿中ウラン量測定等）に

よる測定 

表面密度 第１種管理区域 ろ紙によるふき取り及び低バックグラウ

ンドカウンタ等による測定 

空気中の放射性

物質の濃度 

第１種管理区域 エアスニファ等による集塵及び低バック

グラウンドカウンタ等による測定 

ダストモニタ（換気用モニタ）による測定 

排気口 ダストモニタ（排気用モニタ）による測定 

水中の放射性物

質濃度 

排水口 排水の採取試料について蒸発乾固及び低

バックグラウンドカウンタ等による測定 

外部放射線に係

る線量当量 

管理区域及び周辺監視区域 モニタリングポスト、熱蛍光線量計（TLD）

等による測定 

風向、風速、降雨

量及び大気温度 

周辺監視区域 気象観測装置による測定 

 

別表１０では、加工事業

変更許可申請書の記載に

基づき、放射線業務従事

者の線量の測定方法につ

いて定めている。 

 

加工事業変更許可申請書

に記載しているポケット

線量計は電子式線量計と

同様の機能・性能を有す

るものであるため、保安

規定においては、ポケッ

ト線量計は電子式線量計

に含まれるものとしてい

る。また、これらは保安規

定別表１１に示す個人線

量計に該当することから

別表１０では、「個人線量

計（電子式線量計）」と記

載している。 

 

内部被ばくによる線量の

測定方法について、加工

事業変更許可申請書に記

載はないが、鼻腔スミヤ

アによる測定方法も備え

ているため、保安規定別

表１０においては、「尿中

ウラン量測定法“等”」と

している。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜表面密度、空気中の放射性物質濃度（第１種管理区域）＞ 

（加工事業変更許可申請書 p6-2） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ロ．放射線の被ばく管理 

(ﾛ) 作業環境の管理 

(2) 表面密度の測定 

第１種管理区域においては、床、壁等の表面密度をスミヤ法等により週１回以上の頻度で定期

的に測定し、管理する。 

(3) 空気中の放射性物質濃度の測定 

第１種管理区域においては、空気中の放射性物質をエアスニファにより採取し、その濃度を放

射能測定装置により週１回以上の頻度で定期的に測定し、管理する。また、一時的に放射性物質

濃度の高くなるおそれのある作業を行う場合には、必要に応じて放射線業務従事者が半面マス

ク、全面マスク等の呼吸保護具を着用して、放射性物質の体内摂取を防止するとともに、ダスト

サンプラを用いて局所的な放射性物質濃度測定を行う。 

なお、リサイクルする空気は、ダストモニタにより濃度を連続的に測定し、「核原料物質又は核

燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（原子力規制委

員会告示第 8 号）（以下「線量告示」という。）に定める放射線業務従事者の呼吸する空気中の濃

度限度を超えるおそれのある場合には、リサイクルを中止し、ワンスルー方式に切り換える。 

 

＜空気中の放射性物質濃度（排気口）、水中の放射性物質濃度（排水口）＞ 

（加工事業変更許可申請書 p5-205） 

添付書類五 変更後における加工施設の安全設計に関する説明書 

リ．その他の安全設計 

(ﾁ) 監視設備に対する考慮 

(1) 放射性物質の濃度の監視及び測定 

通常時における環境に放出する放射性気体・液体廃棄物の監視及び測定については、「発電用

軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指針」を参考とした。 

加工施設の第１種管理区域内からの排気は、排気口を通して環境に放出する。排気中の放射性

物質の濃度を監視及び測定するため、エアスニファ及びダストモニタを設けるとともに低バック

グラウンドカウンタ及びサーベイメータを備える。気体廃棄物の廃棄設備によりろ過処理した排

気に含まれる放射性物質を集塵してダストモニタにより連続的に測定し、異常の有無を監視す

る。 

加工施設の第１種管理区域内で発生した排水は、排水口を通して環境に放出する。排水中の放

射性物質の濃度を監視及び測定するため、低バックグラウンドカウンタを備える。液体廃棄物の

廃棄設備により処理した後に貯槽に溜めた排水を採取して低バックグラウンドカウンタにより

測定し、線量告示に定める濃度限度以下であることを確認して管理区域外に放出することによ

り、異常の有無を監視する。 

 

別表１０ 線量当量等の測定方法（第 52条関係）（再掲） 

測定項目 測定方法 

放射線業務従事

者の線量 

放射線業務従事者の外部被ばく

による線量 

蛍光ガラス線量計、個人線量計（電子式線

量計）又は熱蛍光線量計（TLD）による測

定 

第１種管理区域に立ち入った放

射線業務従事者の内部被ばくに

よる線量 

空気中放射性物質濃度からの計算又はバ

イオアッセイ法（尿中ウラン量測定等）に

よる測定 

表面密度 第１種管理区域 ろ紙によるふき取り及び低バックグラウ

ンドカウンタ等による測定 

空気中の放射性

物質の濃度 

第１種管理区域 エアスニファ等による集塵及び低バック

グラウンドカウンタ等による測定 

ダストモニタ（換気用モニタ）による測定 

排気口 エアスニファ等による集塵及び低バック

グラウンドカウンタ等による測定 

ダストモニタ（排気用モニタ）による測定 

水中の放射性物

質濃度 

排水口 排水の採取試料について蒸発乾固及び低

バックグラウンドカウンタ等による測定 

外部放射線に係

る線量当量 

管理区域及び周辺監視区域 モニタリングポスト、熱蛍光線量計（TLD

）等による測定 

風向、風速、降雨

量及び大気温度 

周辺監視区域 気象観測装置による測定 

 

別表１０では、加工事業

変更許可申請書の記載に

基づき、表面密度、空気中

の放射性物質濃度（第１

種管理区域、排気口）、水

中の放射性物質濃度（排

水口）の測定方法につい

て定めている。 

 

加工事業変更許可申請書

に基づき、排気口におけ

る排気中の放射性物質濃

度を監視するためにエア

スニファにより集塵を行

い低バックグラウンドカ

ウンタにより測定する

旨、補正申請にて明確化

する。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜外部放射線に係る線量当量（管理区域）＞ 

（加工事業変更許可申請書 p6-2） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ロ．放射線の被ばく管理 

(ﾛ) 作業環境の管理 

(1) 外部放射線に係る線量の測定 

第１種管理区域及び第２種管理区域においては、外部放射線に係る線量を熱蛍光線量計

（TLD）等によって週１回以上の頻度で定期的に測定し、管理する。 

 

＜外部放射線に係る線量当量（周辺監視区域）＞ 

（加工事業変更許可申請書 p5-205） 

添付書類五 変更後における加工施設の安全設計に関する説明書 

リ．その他の安全設計 

(ﾁ) 監視設備に対する考慮 

(1) 放射性物質の濃度の監視及び測定 

通常時における環境に放出する放射性気体・液体廃棄物の監視及び測定については、「発電用

軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指針」を参考とした。 

(2) 空間線量率の監視及び測定 

周辺監視区域境界付近における空間線量率を監視及び測定するため、モニタリングポスト２式

を周辺監視区域境界付近に設けるとともに熱蛍光線量計（TLD）を備え、加工施設からの空間線量

率を連続的に測定し、異常の有無を監視する。（略） 

 

＜風向・風速、降雨量及び大気温度＞ 

（加工事業変更許可申請書 p6-31） 

添付書類六 変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

ハ．放射性廃棄物の廃棄に関する管理 

(ﾊ) 施設周辺環境の管理 

（略）また、風向、風速、降雨量及び大気温度の気象状況を気象観測装置により連続的に測定する。 

別表１０ 線量当量等の測定方法（第 52条関係）（再掲） 

測定項目 測定方法 

放射線業務従事

者の線量 

放射線業務従事者の外部被ばく

による線量 

蛍光ガラス線量計、個人線量計（電子式線

量計）又は熱蛍光線量計（TLD）による測

定 

第１種管理区域に立ち入った放

射線業務従事者の内部被ばくに

よる線量 

空気中放射性物質濃度からの計算又はバ

イオアッセイ法（尿中ウラン量測定等）に

よる測定 

表面密度 第１種管理区域 ろ紙によるふき取り及び低バックグラウ

ンドカウンタ等による測定 

空気中の放射性

物質の濃度 

第１種管理区域 エアスニファ等による集塵及び低バック

グラウンドカウンタ等による測定 

ダストモニタ（換気用モニタ）による測定 

排気口 エアスニファ等による集塵及び低バック

グラウンドカウンタ等による測定 

ダストモニタ（排気用モニタ）による測定 

水中の放射性物

質濃度 

排水口 排水の採取試料について蒸発乾固及び低

バックグラウンドカウンタ等による測定 

外部放射線に係

る線量当量 

管理区域及び周辺監視区域 モニタリングポスト、熱蛍光線量計（TLD

）等による測定 

風向、風速、降雨

量及び大気温度 

周辺監視区域 気象観測装置による測定 

 

別表１０では、加工事業

変更許可申請書の記載に

基づき、外部放射線に係

る線量当量並びに風向、

風速、降雨量及び大気温

度の測定方法について定

めている。 

 

加工事業変更許可申請書

に基づき、気象観測装置

による測定項目につい

て、風向、風速、降雨量及

び大気温度である旨、補

正申請にて明確化する。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p87） 

Ⅰ．加工施設の位置、構造及び設備 

ヘ．放射線管理施設の構造及び設備 

(ｲ) 屋内管理用の主要な設備の種類 

屋内管理用の設備は、放射線業務従事者の出入管理、汚染管理及び除染等を行う放射線管理施設

で構成する。放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を適切な場所に表示できる設備を設け

る。 

設置場所 主要な設備の種類 個数 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
ハンドフットクロスモニタ １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
エアスニファ １式 

第２加工棟 ダストモニタ １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１－３貯蔵棟 

ガンマ線エリアモニタ １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
放射線監視盤 １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
流し １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
物品搬出モニタ １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 

低バックグラウンドカウンタ １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 

サーベイメータ １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
熱蛍光線量計（TLD） １式 

第１加工棟 

第２加工棟 
放射線測定装置 １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 

個人線量計 １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
呼吸保護具 １式 

 

別表１１ 放射線測定器類（第 53条関係） 

設置場所 測定器名 数量 点検・校正責任者 

第１加工棟 サーベイメータ 
低バックグラウンドカウンタ 
ガンマ線エリアモニタ（注） 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 

環境安全部長 

第１－３貯蔵棟 ガンマ線エリアモニタ（注） 1式 

第２加工棟 サーベイメータ 
ハンドフットクロスモニタ 
低バックグラウンドカウンタ 
ガンマ線エリアモニタ（注） 
エアスニファ 
ダストモニタ（注） 
物品搬出モニタ 
熱蛍光線量計（TLD） 
放射線測定装置 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 

第１廃棄物貯蔵棟 サーベイメータ 
ハンドフットクロスモニタ 
低バックグラウンドカウンタ 
エアスニファ 
ダストモニタ（注） 
物品搬出モニタ 
熱蛍光線量計（TLD） 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 

屋外 モニタリングポスト（注） 
熱蛍光線量計（TLD） 
可搬式ダストサンプラ 
サーベイメータ 
気象観測装置 

2式 
1式 
1式 
1式 
1式 

（注）第 31条に定める監視用放射線測定器 

 

別表１１には、加工事業

変更許可申請書に示す放

射線管理施設のうち、保

安規定第53条の適用を受

ける放射線測定器類につ

いて示している。 

 

なお、流し、呼吸保護具に

ついては、第 53条の適用

を受ける放射線測定器類

には該当しないため、当

該表に記載はないが、そ

れぞれ保安規定第 74条、

第50条に管理を定めてい

る。 

 

放射線監視盤について

は、ガンマ線エリアモニ

タ、ダストモニタ及びモ

ニタリングポストに対応

したものを設置するた

め、保安規定においては

それらに含めることとし

ている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（第５次設工認申請書 p2080） 

表リ－他－１５ 放射線測定装置  仕様 

許可との対応 
許可番号（日付） 原規規発第 1803284 号（平成 30年 3月 28 日付け） 

施設名称 計量設備 放射線測定装置 

設備・機器名称 

 機器名 

{8068-2} 

放射線測定装置 

― 

変更内容 変更なし 

設置場所 第１加工棟(1) 
 

別表１１ 放射線測定器類（第 53条関係）（再掲） 

設置場所 測定器名 数量 点検・校正責任者 

第１加工棟 サーベイメータ 
低バックグラウンドカウンタ 
ガンマ線エリアモニタ（注） 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 

環境安全部長 

第１－３貯蔵棟 ガンマ線エリアモニタ（注） 1式 

第２加工棟 サーベイメータ 
ハンドフットクロスモニタ 
低バックグラウンドカウンタ 
ガンマ線エリアモニタ（注） 
エアスニファ 
ダストモニタ（注） 
物品搬出モニタ 
熱蛍光線量計（TLD） 
放射線測定装置 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 

第１廃棄物貯蔵棟 サーベイメータ 
ハンドフットクロスモニタ 
低バックグラウンドカウンタ 
エアスニファ 
ダストモニタ（注） 
物品搬出モニタ 
熱蛍光線量計（TLD） 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 

屋外 モニタリングポスト（注） 
熱蛍光線量計（TLD） 
可搬式ダストサンプラ 
サーベイメータ 
気象観測装置 

2式 
1式 
1式 
1式 
1式 

（注）第 31条に定める監視用放射線測定器 

 

別表１１には、加工事業

変更許可申請書に示す放

射線管理施設のうち、保

安規定第53条の適用を受

ける放射線測定器類につ

いて示している。 

 

第１加工棟の放射線測定

装置については、第５次

設工認において、固体廃

棄物中に含まれるウラン

量を管理するために設置

する計量設備であると整

理したことから放射線測

定器類に該当しないた

め、別表１１では、第２加

工棟の放射線測定器類に

ついてのみ示している。 

  



 

1
05 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p87） 

Ⅰ．加工施設の位置、構造及び設備 

ヘ．放射線管理施設の構造及び設備 

(ﾛ) 屋外管理用の主要な設備の種類 

屋外管理用の設備は、通常時に加工施設及び加工施設の周辺監視区域周辺において、サンプリン

グや放射線モニタ等により放射性物質の濃度及び空間線量率を監視及び測定し、かつ、設計基準事

故時に迅速な対策処理が行えるように放射線源、放出点、加工施設周辺、予想される放射性物質の

放出経路等の適切な場所において、放射性物質の濃度及び空間線量率を監視及び測定し、並びに設

計基準事故時における迅速な対応のために必要な情報を適切な場所に表示できる監視設備で構成

する。 

 

設置場所 主要な設備の種類 個数 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
エアスニファ １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
ダストモニタ １式 

屋外 モニタリングポスト ２式 

屋外 熱蛍光線量計（TLD） １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 

低バックグラウンドカウンタ １式 

屋外 可搬式ダストサンプラ １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１－３貯蔵棟 

ガンマ線エリアモニタ １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 

屋外 

サーベイメータ １式 

屋外 気象観測装置 １式 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 
放射線監視盤 １式 

第１加工棟 

第２加工棟 

第１廃棄物貯蔵棟 

屋外 

警報集中表示盤 １式 

 

表１１ 放射線測定器類（第 53条関係） （再掲） 

設置場所 測定器名 数量 点検・校正責任者 

第１加工棟 サーベイメータ 
低バックグラウンドカウンタ 
ガンマ線エリアモニタ（注） 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 

環境安全部長 

第１－３貯蔵棟 ガンマ線エリアモニタ（注） 1式 

第２加工棟 サーベイメータ 
ハンドフットクロスモニタ 
低バックグラウンドカウンタ 
ガンマ線エリアモニタ（注） 
エアスニファ 
ダストモニタ（注） 
物品搬出モニタ 
熱蛍光線量計（TLD） 
放射線測定装置 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 

第１廃棄物貯蔵棟 サーベイメータ 
ハンドフットクロスモニタ 
低バックグラウンドカウンタ 
エアスニファ 
ダストモニタ（注） 
物品搬出モニタ 
熱蛍光線量計（TLD） 
個人線量計（電子式線量計） 

1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 
1式 

屋外 モニタリングポスト（注） 
熱蛍光線量計（TLD） 
可搬式ダストサンプラ 
サーベイメータ 
気象観測装置 

2式 
1式 
1式 
1式 
1式 

（注）第 31条に定める監視用放射線測定器 

 

別表１１には、加工事業

変更許可申請書の記載に

基づき、放射線管理施設

のうち、保安規定第 53条

の適用を受ける放射線測

定器類について当該表に

示している。 

 

なお、警報集中表示盤に

ついては、ダストモニタ、

ガンマ線エリアモニタの

移報を発する設備であ

り、保安規定第 53条の適

用を受ける放射線測定器

類に該当しない。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜表面の放射性物質の密度＞ 

（加工事業変更許可申請書 p6-3） 

(ﾛ) 作業環境の管理 

(4) 管理区域の出入り管理及び退出時の表面汚染管理 

第１種管理区域及び第２種管理区域への出入りは、それぞれ指定した場所から行う。 

第１種管理区域から退出又は物品を搬出する際には、出口においてハンドフットクロスモニタ等に

より身体表面及び搬出物品の表面密度を測定し、線量告示に定める表面密度限度の 1/10 を超えない

ように管理する。 

 

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（原

子力規制委員会告示第８号）第四条（表面密度限度） 

アルファ線を放出する放射性物質：四ベクレル毎平方センチメートル 

アルファ線を放出しない放射性物質：四十ベクレル毎平方センチメートル 

別表１２ 物品移動に係る限度値（第 54条、第 55条関係） 

項目 限度値 

表面の放射性物質の密度 アルファ線を放出する放射性物質 0.4 Bq/cm2 

アルファ線を放出しない放射性物質 4 Bq/cm2 

表面における線量当量率 2 mSv/h 

原子力規制委員会の運搬に係る特別措置の承認を

受けた場合は 10 mSv/h 

表面から 1 m における線量当量率 100 μSv/h 

原子力規制委員会の運搬に係る特別措置の承認を

受けた場合は除く。 
 

別表１２では、物品移動

に係る限度値のうち、表

面の放射性物質の密度の

限度値は、加工事業変更

許可申請書及び関係法令

に基づき、当該表に定め

ている。 

 

なお、表面における線量

当量率の限度値及び表面

から 1 m における線量当

量率の限度値について

は、関係法令に基づき定

めるものであり、加工事

業変更許可申請書及び設

工認申請書に対応する記

載はない。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p53） 

Ⅰ．加工施設の位置、構造及び設備 

ハ．加工設備本体の構造及び設備 

(ﾊ) 成形施設 

(3) 処理する核燃料物質の種類及び最大処理能力 

 

注１．核燃料物質の受入仕様（湿式法（ピューレックス法）の再処理により得られたウランを濃縮度 5%

以下に再濃縮したウラン（以下「再生濃縮ウラン」という。）を除く。）は次のとおりとする。 

放射性物質区分 核種 含有量（上限値） 

ウラン同位体 
Ｕ２３２ 0.1 ppb（U ベース） 

Ｕ（α） 1.44×105 Bq/gU 

核分裂生成物 Ｔｃ９９ 10 ppb（U ベース） 

 

注２．再生濃縮ウランの受入仕様は次のとおりとする。 

放射性物質区分 核種 含有量（上限値） 

ウラン同位体 
Ｕ２３２ 10 ppb（U ベース） 

Ｕ（α） 3.3 ×105 Bq/gU 

超ウラン元素 

Ｎｐ２３７ 1 ×10-1 Bq/gU 

Ｐｕ（α） 1 ×10-1 Bq/gU 

Ｐｕ（β） 3 Bq/gU 

核分裂生成物 

Ｔｃ９９ 10 Bq/gU 

Ｒｕ１０６ 10 Bq/gU 

Ｓｂ１２５ 2 Bq/gU 
 

別表１４ 核燃料物質の受入仕様（第 68条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．核燃料物質の受入仕様（再生濃縮ウランを除く。） 

放射性物質区分 核 種 

含有量（上限値） 

濃縮度５％以下の濃縮ウラン､天然ウラン及び

劣化ウラン 

ウラン同位体 Ｕ２３２ 0.1 ppb（Ｕベース） 

Ｕ（α） 1.44×105 Bq/gＵ 

核分裂生成物 Ｔｃ９９ 10 ppb（Ｕベース） 

 

２．再生濃縮ウランの受入仕様 

放射性物質区分 核 種 含有量（上限値） 

ウラン同位体 Ｕ２３２ 10 ppb（Ｕベース） 

Ｕ（α） 3.3×105 Bq/gＵ 

超ウラン元素 Ｎｐ２３７ 1×10－1 Bq/gＵ 

Ｐｕ（α） 1×10－1 Bq/gＵ 

Ｐｕ（β） 3 Bq/gＵ 

核分裂生成物 Ｔｃ９９ 10 Bq/gＵ 

Ｒｕ１０６ 10 Bq/gＵ 

Ｓｂ１２５ 2 Bq/gＵ 
 

別表１４では、加工事業

変更許可申請書の記載に

基づき、核燃料物質の受

入仕様を定めている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

＜空気中の３月間についての平均値＞ 

（加工事業変更許可申請書 p116） 

ロ．放射性廃棄物の廃棄に関する事項 

(ｲ) 放射性気体廃棄物の放出管理 

放射性気体廃棄物は、本加工施設の高性能エアフィルタにより、放射性物質を適切に除去した後、

気体廃棄物の廃棄設備である排気ダクトを通して、排気口から施設外へ放出する。放出に当たって

は、排気口から放出する排気中の放射性物質の濃度は、監視設備により連続的に測定し、異常の有

無を監視する。また、異常を確認した場合は、その原因を究明して必要な対策を講じることにより、

排気中の放射性物質の濃度を合理的に達成できる限り低減し、線量告示に定める周辺監視区域外の

空気中濃度限度以下となるようにする。 

 

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（原

子力規制委員会告示第８号）第八条（周辺監視区域外の濃度）及び別表第一より 

第一欄 第五欄 

放射性物質の種類 周辺管理区域外の空気中の濃度限度 

核種 化学形等 （Ｂｑ／ｃｍ３） 

234U 二酸化ウラン、八酸化三ウラン等の

不溶性の化合物 

１×１０－８ 

 

（加工事業変更許可申請書 p116） 

(ﾛ) 放射性液体廃棄物の放出管理 

放射性液体廃棄物は、本加工施設の廃液処理設備で処理した後、貯槽に貯留し、廃液に含まれる

放射性物質の濃度を合理的に達成できる限り低減し、線量告示に定める周辺監視区域外の水中濃度

限度以下であることを確認した後、施設外へ放出する。 

 

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（原

子力規制委員会告示第８号）第八条（周辺監視区域外の濃度）及び別表第一より 

第一欄 第六欄 

放射性物質の種類 周辺監視区域外の水中の濃度限度 

核種 化学形等 （Ｂｑ／ｃｍ３） 

234U 二酸化ウラン、八酸化三ウラン、四

ふっ化ウラン等の四価の化合物 

〔経口摂取〕 

２×１０－２ 

 

 

別表１６ 周辺監視区域の外側の境界における空気中又は水中の放射性物質の濃度限度及び管理目標

値（第 74条、第 75条、第 98条関係） 

項目 限度 管理目標値 

空気中の３月間につい

ての平均値 
1×10－8 Bq/cm3 1.5×10－9 Bq/cm3 

水中の３月間について

の平均値 
2×10－2 Bq/cm3 8×10－3 Bq/cm3 

 

別表１６では、加工事業

変更許可申請書及び関係

法令基づき、周辺監視区

域の外側の境界における

空気中又は水中の放射性

物質の濃度限度を定めて

いる。 

 

なお、上記の濃度限度を

超えないように定める管

理目標値については、保

安規定において明確化す

るものであるため、加工

事業変更許可申請書に対

応する記載はない。 
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別表１７ 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p116） 

ロ．放射性廃棄物の廃棄に関する事項 

(ｲ) 放射性気体廃棄物の放出管理 

放射性気体廃棄物は、本加工施設の高性能エアフィルタにより、放射性物質を適切に除去した後、

気体廃棄物の廃棄設備である排気ダクトを通して、排気口から施設外へ放出する。放出に当たっては、

排気口から放出する排気中の放射性物質の濃度は、監視設備により連続的に測定し、異常の有無を監

視する。また、異常を確認した場合は、その原因を究明して必要な対策を講じることにより、排気中

の放射性物質の濃度を合理的に達成できる限り低減し、線量告示に定める周辺監視区域外の空気中濃

度限度以下となるようにする。 

(ﾛ) 放射性液体廃棄物の放出管理 

放射性液体廃棄物は、本加工施設の廃液処理設備で処理した後、貯槽に貯留し、廃液に含まれる放

射性物質の濃度を合理的に達成できる限り低減し、線量告示に定める周辺監視区域外の水中濃度限度

以下であることを確認した後、施設外へ放出する。 

別表１７ 放射性廃棄物の測定項目及び測定頻度（第 74条、第 75条関係） 

測定項目 測定頻度 

排水口における排水中の放射性物質濃度 放出の都度 

排気口における排気中の放射性物質濃度 １回／日（連続） 

 

加工事業変更許可申請書

の記載に基づき、排水口

における排水中の放射性

物質濃度及び排気口にお

ける排気中の放射性物質

濃度の測定頻度を定めて

いる。 

 

なお、排気口における排

気中の放射性物質濃度に

ついては、加工事業変更

許可申請書に基づき、連

続的に測定することに加

え、保安規定別表１８に

おいて１日間の平均濃度

を毎日１回記録すべきと

していることから、１回

／日の頻度で測定を行う

ことを併記している。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係） 

 

１．加工規則第 7条に基づく記録 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

１．加工施設の施設管理に係る記録 

 イ 使用前確認の結果 

 

 ロ 加工規則第７条の４第１項第４号の規定に

よる施設管理の実施状況及びその担当者の

氏名（注４） 

 

 ハ 加工規則第７条の４第１項第５号の規定に

よる施設管理方針、施設管理目標及び施設管

理実施計画の評価の結果及びその評価の担

当者の氏名 

 

確認の都度 

 

施設管理の実施

の都度 

 

 

評価の都度 

 

環境安全部長 

 

（注４）に示

す担当部長 

 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

（注１） 

 

（注２） 

 

 

 

（注３） 

２．放射線管理記録 

イ 放射性廃棄物の排気口又は排気監視設備及

び排水口又は排水監視設備における放射性

物質の平均濃度 

      1 日間の平均濃度 

      3 月間の平均濃度 

 

ロ 管理区域及び周辺監視区域における外部放

射線に係る 1週間の線量当量 

並びに管理区域における空気中の放射性物

質の 1週間についての平均濃度 

及び放射性物質によって汚染された物の表

面の放射性物質の密度 

 

 

 

 

毎日 1回 

3月ごと 1回 

 

毎週 1回 

 

毎週 1回 

 

毎週 1回 

 

 

 

 

環境安全部長 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

 

 

 

10 年間 

10 年間 

 

10 年間 

 

10 年間 

 

10 年間 

（注１）同一事項に関する次の確認のときまでの期間。 

（注２）施設管理を実施した加工施設の解体又は廃棄をした後 5年が経過するまでの期間。 

（注３）評価を実施した加工施設の施設管理方針、施設管理目標又は施設管理実施計画の改訂までの期間。 

（注４）施設管理の実施状況の記録は、以下のとおりとする。（括弧内は保管責任者を示す。） 

(1)  設工認申請書（環境安全部長） 

(2)  補修等の工事を実施した記録（設備管理部長） 

(3)  巡視の結果の記録（設備を所管する担当部長） 

(4)  定期点検等の年間計画及び実績（設備を所管する担当部長） 

(5)  使用前事業者検査の計画及び実績、定期事業者検査の年間計画及び実績（設備を所管する担当部長） 

 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、

関係法令に基づき保安に

おいて定めるものであ

り、加工事業変更許可申

請書に対応する記載はな

い。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係）（続き） 

 

１．加工規則第 7条に基づく記録（続き） 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

 ハ 放射線業務従事者の 4月 1日を始期とする 1

年間の線量、女子（妊娠不能と診断された者

及び妊娠の意思のない旨を熊取事業所長及

び環境安全部長に書面で申し出た者を除

く。）の放射線業務従事者の 4月 1日、7月 1

日、10月 1日及び 1月 1日を始期とする各 3

月間の線量並びに妊娠中の女子にあっては

出産までの間毎月1日を始期とする1月間の

線量 

 

 ニ 4月 1日を始期とする1年間の線量が20 mSv

を超えた放射線業務従事者の当該1年間を含

む原子力規制委員会が定める 5年間の線量 

 

 ホ 放射線業務従事者が緊急作業に従事した期

間の始期及び終期並びに放射線業務従事者

の当該期間の線量 

 

 ヘ 放射線業務従事者が当該業務に就く日の属

する年度における当該日以前の放射線被ば

くの経歴及び原子力規制委員会が定める5年

間における当該年度の前年度までの放射線

被ばくの経歴 

 

 ト 工場又は事業所の外において運搬した核燃

料物質等の種類別の数量、その運搬に使用し

た容器の種類並びにその運搬の日時及び経

路 

 

 チ 廃棄施設に保管廃棄した放射性廃棄物の種

類、当該放射性廃棄物に含まれる放射性物質

の数量、当該放射性廃棄物を容器に封入した

場合には当該容器の数量及び比重並びにそ

の廃棄の日時、場所及び方法 

 

 リ 放射性廃棄物を容器に封入し、又は容器に固

型化した場合には、その方法 

毎年度 1回 

 

ただし、女子に

あっては 3 ヶ月

毎に 1回 

また、妊娠中の

女子にあっては

1ヶ月毎に 1回 

 

 

原子力規制委員

会が定める 5 年

間において毎年

度 1回 

 

その都度 

 

 

 

その者が当該業

務に就く時 

 

 

 

 

運搬の都度 

 

 

 

保管廃棄の都度 

 

 

 

 

 

封入又は固型化

の都度 

環境安全部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境安全部長 

 

 

 

 

環境安全部長 

 

 

 

環境安全部長 

 

 

 

 

 

燃料製造部長 

 

 

 

燃料製造部長 

 

 

 

 

 

燃料製造部長 

（注５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注５） 

 

 

 

 

（注５） 

 

 

 

（注５） 

 

 

 

 

 

1 年間 

 

 

 

加工規則第７

条第７項に定

める期間 

 

 

 

加工規則第７

条第７項に定

める期間 

（注５）「その記録に係る者が放射線業務従事者でなくなった場合又はその記録を保存している期間が 5 年を超

えた場合において、その記録を原子力規制委員会の指定する機関に引き渡すまでの期間」とする。 

 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、

関係法令に基づき保安に

おいて定めるものであ

り、加工事業変更許可申

請書に対応する記載はな

い。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係）（続き） 

 

１．加工規則第 7条に基づく記録（続き） 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

３．操作記録 

 イ 保安上特に管理を必要とする設備への核燃

料物質の種類別の挿入量 

 

 

 ロ 保安上特に管理を必要とする設備における

温度の値 （注６） 

 

 ハ 加工施設の操作開始及び操作停止の時刻 

 

 

 ニ 警報装置から発せられた警報の内容 

 

 

 ホ 保安上特に管理を必要とする設備の操作責

任者及び操作員の氏名並びにこれらの者の

交代の時刻 

 

挿入の都度 

（連続式にあっ

ては連続して） 

 

連続して 

 

 

開始及び停止の

都度 

 

その都度 

 

 

操作の開始及び

交代の都度 

（注７） 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

1 年間 

 

 

 

1 年間 

 

 

1 年間 

 

 

1 年間 

 

 

1 年間 

 

４．加工施設の事故記録 

 イ 事故の発生及び復旧の日時 

 

 

 

 ロ 事故の状況及び事故に際して採った処置 

 

 

 

 ハ 事故の原因 

 

 

 

 ニ 事故後の処置 

 

その都度 

 

 

 

その都度 

 

 

 

その都度 

 

 

 

その都度 

 

環境安全部長 

 

 

 

環境安全部長 

 

 

 

環境安全部長 

 

 

 

環境安全部長 

 

加工規則第７

条第７項に定

める期間 

 

加工規則第７

条第７項に定

める期間 

 

加工規則第７

条第７項に定

める期間 

 

加工規則第７

条第７項に定

める期間 

（注６）熱的制限値を有する加工設備の温度とする。 

（注７）排風機のように、加工設備以外の設備であって連続運転している設備、又は、非常用発電機のように、

加工設備以外の設備であって自動的に起動する設備については、操作員が直接操作を行った場合のみを

記録する。 

 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、

関係法令に基づき保安に

おいて定めるものであ

り、加工事業変更許可申

請書に対応する記載はな

い。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係）（続き） 

 

１．加工規則第 7条に基づく記録（続き） 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

５．気象記録 

 イ 風向及び風速 

 

 ロ 降雨量 

 

 ハ 大気温度 

 

連続して 

 

連続して 

 

連続して 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

10 年間 

 

10 年間 

 

10 年間 

６．保安教育の記録 

 イ 保安教育の実施計画 

 

 ロ 保安教育の実施日時及び項目 

 

 ハ 保安教育を受けた者の氏名 

 

策定の都度 

 

実施の都度 

 

実施の都度 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

3 年間 

 

3 年間 

 

3 年間 

７．品質管理基準規則第４条第３項に規定する品質

マネジメント文書及び品質マネジメントシス

テムに従った計画、実施、評価及び改善状況の

記録（注８） 

（他の号に掲げるものを除く。） 

当該文書又は記

録の作成又は変

更の都度 

各部長、品質・

安全管理室長

（第10条第２

項及び第13条

に係る記録） 

当該文書又は

記録の作成又

は変更後 5 年

が経過するま

での期間 

８．定期評価の結果 

 イ(1) 加工施設における保安活動の実施の状況

の評価の結果 

 

  (2) 加工施設に対して実施した保安活動への

最新の技術的知見の反映状況の評価の結

果 

 

評価の都度 

 

 

評価の都度 

 

 

環境安全部長 

 

 

燃料製造部長 

 

 

加工規則第７

条第７項に準

じた期間 

（注８）品質管理基準規則第４条第３項に規定する品質マネジメント文書及び品質マネジメントシステムに従

った計画、実施、評価及び改善状況の記録には、以下を含む。 

(1)  保安委員会の記録（第 10条第 2項） 

(2)  教育・訓練の記録（第 10条の 3、第 23条第 3項(3)、第 23条第 4項(2)及び第 24条） 

(3)  設計・開発の要求事項、結果に係る情報、レビュー、検証、妥当性確認及び変更の管理の記録（第 12条

の 2、第 12条の 3、第 12条の 4、第 12条の 5、第 12条の 6及び第 12条の 7） 

(4)  保全活動管理指標に関する結果の記録（第 62条の 5） 

(5)  法令に基づく手続きの要否の結果の記録（第 62条の 6第 6項） 

(6)  保全の結果、確認・評価、有効性評価（第 62条の 7第 3項、第 62条の 8、第 62条の 10） 

(7)  補修・改造後の機能確認試験の記録（第 63条及び第 64条） 

(8)  調達物品等の供給者の評価と当該評価の結果に基づき講じた処置の記録（第 12条の 8） 

(9) 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性の確認結果の記録（第 11条、第 11条の 3及び第 12条の 12） 

(10) トレーサビリティの記録（第 12条の 14） 

(11) 組織外の所有物に関する記録（第 12条の 15） 

(12) 計量標準の記録（第 12条の 17、第 13条の 3及び第 59条の 5） 

(13) 校正での異常時の影響評価と処置の記録（第 12条の 17、第 13条の 3及び第 59条の 5） 

(14) 保安内部監査結果及び監査時に発見された事項の改善内容の確認結果の記録（第 13条） 

(15) 不適合の処置の結果の記録（第 14条） 

(16) 是正処置等及び未然防止処置の結果の記録（第 15条及び第 15条の 2） 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、

関係法令に基づき保安に

おいて定めるものであ

り、加工事業変更許可申

請書に対応する記載はな

い。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係）（続き） 

 

２．加工規則第３条の４の３及び第３条の１１に基づく記録 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

１．使用前事業者検査の結果 

 (1)  検査年月日 

 (2)  検査の対象 

 (3)  検査の方法 

 (4)  検査の結果 

 (5)  検査を行った者の氏名 

 (6)  検査の結果に基づいて補修等の措置を講じ

たときは、その内容 

 (7)  検査の実施に係る組織 

 (8)  検査の実施に係る工程管理 

 (9)  検査において役務を供給した事業者がある

場合には、当該事業者の管理に関する事項 

 (10) 検査記録の管理に関する事項 

 (11) 検査に係る教育訓練に関する事項 

検査の都度 設備を所管す

る担当部長 

当該使用前事

業者検査に係

る加工施設の

存続する期間 

２．定期事業者検査の結果 

 (1)  検査年月日 

 (2)  検査の対象 

 (3)  検査の方法 

 (4)  検査の結果 

 (5)  検査を行った者の氏名 

 (6)  検査の結果に基づいて補修等の措置を講じ

たときは、その内容 

 (7)  検査の実施に係る組織 

 (8)  検査の実施に係る工程管理 

 (9)  検査において役務を供給した事業者がある

場合には、当該事業者の管理に関する事項 

 (10) 検査記録の管理に関する事項 

 (11) 検査に係る教育訓練に関する事項   

検査の都度 設備を所管す

る担当部長 

その加工施設

が廃棄された

後５年が経過

するまでの期

間 

 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、

関係法令に基づき保安に

おいて定めるものであ

り、加工事業変更許可申

請書に対応する記載はな

い。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係）（続き） 

 

３．その他保安に係る記録 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

(1)管理区域の設定、解除の状況 設定、解除の都

度 

環境安全部長 同一事項に関

する次の設定

又は変更のと

きまでの期間 

(2)第 98 条第１項第４号、第１項第５号に該当する

場合には、その日時、状況及びそれに際して採っ

た処置 

その都度 環境安全部長 加工規則第７

条第７項に定

める期間 

(3)核燃料安全委員会の議事録 開催の都度 保安・防災グ

ループ長 

5年間 

 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、

関係法令に基づき保安に

おいて定めるものであ

り、加工事業変更許可申

請書に対応する記載はな

い。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（保安に関する記録に係る事項は保安規定において定めるものである。） 別表１８ 保安に関する記録（第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3、第 73条、第 97条関係）（続き） 

 

４．整備規則（注９）附則（経過措置）第 7条に基づき加工規則第 7条第 1項に定める期間を読み替えて

従前の別表 18を準用し保存する記録 

記録事項 記録すべき場合 保管責任者 保存期間 

１．加工施設の検査記録 

 イ 使用前検査の結果 

 

 ロ 施設定期検査の結果 

 

 ハ 旧加工規則第７条の４の２の規定による検査

の結果 

 

検査の都度 

 

検査の都度 

 

検査の都度 

 

環境安全部長 

 

環境安全部長 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

（注１０） 

 

（注１１） 

 

（注１２） 

４．保守記録 

 イ 加工施設の巡視及び点検の状況並びにその担

当者の氏名 

 

 ロ 加工施設の修理の状況及びその担当者の氏名 

 

毎日 1回 

 

 

修理の都度 

 

設備を所管す

る担当部長 

 

設備管理部長 

 

1 年間 

 

 

1 年間 

８．旧加工規則第７条の２の２の品質保証計画に関

しての文書及び品質保証計画に従った計画、実

施、評価及び改善状況の記録（注１３） 

（他の号に掲げるものを除く。） 

当該文書又は記

録の作成又は変

更の都度 

各部長、品質・

安全管理室長 

当該文書又は

記録の作成又

は変更後 5 年

が経過するま

での期間 

９．旧加工規則第７条の８の２の規定による加工施

設の定期的な評価の結果 

 ロ 経年変化に関する技術的な評価の結果 

 

 

 

 ハ 前記ロの技術的な評価に基づき加工施設の保

全のために実施すべき措置に関する 10 年間の

計画 

 

 

評価の都度 

 

 

 

計画策定の都度 

 

 

設備管理部長 

 

 

 

設備管理部長 

 

 

 

加工規則第７

条第７項に準

じた期間 

 

加工規則第７

条第７項に準

じた期間 

（注９）原子力規制委員会規則第１２号 令和 2年 3月 17 日 原子力利用における安全対策の強化のための核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う試験研究

用等原子炉施設等に係る原子力規制委員会関係規則の整備等に関する規則（令和 2年 4月 1日施行） 

（注１０）同一事項に関する加工規則の施行後最初の使用前確認のときまでの期間。 

（注１１）同一事項に関する加工規則の施行後最初の定期事業者検査のときまでの期間。 

（注１２）検査終了後 5年が経過するまでの期間。 

（注１３）旧加工規則第７条の２の２の品質保証計画に関しての文書及び品質保証計画に従った計画、実施、評

価及び改善状況の記録には、以下を含む。 

(1)  保安委員会の記録 

(2)  教育・訓練の記録 

(3)  設計・開発の要求事項、レビュー及び検証の記録 

(4)  改造施設及び設備の要求事項に対する妥当性確認、又は補修・改造後の機能確認試験の記録 

(5)  設計変更及びそのレビューの記録 

(6)  供給者の評価と必要とされた処置の記録 

(7)  組織外の所有物に関する記録 

(8)  計量標準の記録 

(9)  校正での異常時の影響評価と処置の記録 

(10) 内部監査結果及び監査時に発見された事項の改善内容の確認結果の記録 

(11) 不適合の処置の結果の記録 

(12) 是正処置結果及び予防処置結果の記録 

別表１８に示す保安に関

する記録に係る事項は、関

係法令に基づき保安にお

いて定めるものであり、加

工事業変更許可申請書に

対応する記載はない。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（当該図表は保安規定記載条項と規則、基準の関係を示したものである。） 別表１９ 保安規定条項と規則、基準の関係（第 4条の 2、第 10 条の 2、第 11 条、第 19 条、第 21 条

関係） 

区
分 

保安規定記載条項 関連条項 文書名 文書番号 

Ｑ
Ｍ
Ｓ 

第 4条の 3 第 4条、第 4条の 2、第 7条の 2、第 11条の 4、第 12条の

13、第 12条の 14 

保安品質保証計画書 保社-1001 

規
則 

第 4条 第 5 条、第 5 条の 2、第 7 条の 3～第 7 条の 5、第 16 条～

第 20条 

保安活動に関する組織、責任及び権限規則 保社-2001 

第 4条 第 7 条の 6、第 8 条～第 10 条、第 12 条の 18、第 12 条の

19、第 13条の 2、第 14条の 2、第 14条の 3 

マネジメントレビュー実施規則 保社-2002 

第 4条 第 7条の 3～第 7条の 5 品質・安全管理室長の指導、調整規則 保社-2003 

第 4条の 2、第 6条 第 5条、第 5条の 2、第 7条、第 62条の 2 保安品質方針及び保安品質目標並びに施設管

理方針及び施設管理目標の運用規則 

保社-2004 

第 4条の 2 第 4条の 4 保安に係わる社長承認文書の作成、審査、承認

規則 

保社-2005 

― 第 4条、第 5条、第 5条の 2、第 6条、第 7条の 4、第 7条

の 5、第 9条、第 10条、第 12条の 9、第 15条 

安全文化醸成実施規則 保社-2006 

基
準 

第 4条の 4 第 4条の 2、第 4条の 5、第 10条、第 13条、第 97条 保安に係わる文書管理基準（品質・安全管理室） 安管-200003 

第 4条の 4 第 4条の 2 保安文書管理基準 基保-025 

第 12条 第 12条の 2～第 12条の 7、第 12条の 12 設計管理基準 基保-021 

第 12条の 8 第 3条、第 12条の 9、第 12条の 10、第 12条の 16 調達管理基準 基保-022 

第 13条 ― 保安内部監査基準 安管-200002 

第 14条～第 15条の 3 第 12条の 18、第 12条の 19、第 13条の 2、第 62条の 9 評価・改善基準 基保-023 

第 21条 第 7条の 6、第 22条 核燃料安全委員会基準 基保-004 

第 23条 第 10条の 3、第 24条 教育訓練基準 基保-007 

第 11条、第 25条、第 26条、

第 66条、第 67条 

第 10条の 2、第 11条の 2、第 11条の 3、第 12条の 11、第

12 条の 12、第 12 条の 15、第 27 条、第 28 条、第 30 条、

第 31条、第 32条、第 33条、第 34条、第 35条、第 37条、

第 56条、第 69条、第 70条 

加工施設の操作基準（燃料製造部） 基保-003 

加工施設の操作基準（設備管理部） 基保-026 

加工施設の操作基準（環境安全部） 基保-028 

加工施設の操作基準（品質保証部） 基保-032 

第 25条、第 26条 第 33条 臨界安全管理基準 基保-037 

第 25条、第 26条 第 32条、第 34条、第 36条、第 37条 異常時の措置基準 基保-012 

第 11条、第 38条、第 39条、

第 71条、第 72条 

第 10条の 2、第 11条の 2、第 11条の 3、第 12条の 11、第

12 条の 12、第 40 条～第 45 条、第 47 条～第 55 条、第 74

条、第 75条、第 75条の 2 

放射線管理基準 基保-001 

第 38条、第 39条 第 45条の 2、第 46条、第 46条の 2 周辺監視区域管理基準 基保-035 

第 11条、第 38条、第 39条、

第 66条、第 67条 

第 11 条の 2、第 11 条の 3、第 12 条の 11、第 12条の 12、

第 56条、第 57条、第 68条 

核燃料物質等運搬基準 基保-008 

第 11条、第 58条、第 59条 第 11 条の 2、第 11 条の 3、第 12 条の 11、第 12条の 12、

第 12条の 17、第 13条の 3、第 30 条の 3、第 32条、第 34

条、第 46条の 2、第 53条、第 59条の 2～第 59条の 5、第

62条の 2～第 65条の 3、第 85条 

補修及び改造基準 基保-018 

第 11条、第 71条、第 72条 第 11 条の 2、第 11 条の 3、第 12 条の 11、第 12条の 12、

第 72条の 2、第 73条、第 74条 

放射性廃棄物管理基準 基保-009 

第 11条、第 24条、第 81条、

第 82条 

第 11 条の 2、第 11 条の 3、第 12 条の 11、第 12条の 12、

第 17条、第 83条～第 93条、第 98条 

非常時の措置基準 基保-006 

第 11条、第 94条、第 95条 第 96条 定期評価基準 基保-024 

第 4条の 5、第 97条 第 4条の 2、第 13条の 3、第 59条の 2、第 59条の 3 記録管理基準 基保-016 

第 24条、第 25条、第 26条 第 30条の 3、第 30条の 4 設計想定事象等対処活動基準 基保-039 
 

別表１９は、保安規定記

載条項と規則、基準の関

係を示した表であり、加

工事業変更許可申請書及

び設工認申請書に対応す

る記載はない。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（加工事業変更許可申請書 p7-38） 

添付書類七 変更後における加工施設において事故が発生した場合における当該事故に対処するために

必要な施設及び体制の整備に関する説明書 

ロ．重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故 

(ﾊ) 事故に対処するために必要な体制等の整備 

重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合における当該事故等に的確かつ柔軟に対処するた

めに必要な人員の確保等、体制を整備するとともに、資機材及び手順書を整備し、訓練を実施する。 

(1) 体制の整備 

体制としては、添７ロ(ﾛ)の第１図に示すとおり、夜間及び休日を想定した初期段階、緊急時消火

班到着時の段階及び事業所防災組織の要員参集後の段階の３段階の体制に分け、事故時の活動拠点の

設置、適切な人員配置、資機材の割り振り、事故の進展段階に応じた消火活動、救助活動といったソ

フト対応を行って、事故の進展、拡大を防止する。このため、緊急対策本部、実施組織及び支援組織

から構成する事業所防災組織に必要な人員を円滑に確保し、指揮命令系統、役割分担、責任者等を明

確化することにより適切な人員配置の体制を整備するとともに、社外の支援を受けられる体制も整備

する。 

(ⅰ) 実施組織として、施設責任者、技術係、除染係、工務係、放管係及び救護消火係を設ける。施設

責任者、技術係、除染係、工務係及び放管係には、技術的助言を行う要員も含める。 

(ⅱ) 支援組織として、情報１係、情報２係、総務広報係、調達係及び警備誘導係を設ける。 

(ⅲ) 各係の業務分掌は、原子力災害対策特別措置法に基づく原子力防災組織の内容と同一とする。 

(ⅳ) 施設責任者は、施設設備の点検、異常事象の状況確認を実施する。技術係は、応急復旧及び事

故状況の把握、事故影響範囲の推定、事故拡大防止対策の検討を実施する。工務係は施設設備

の応急復旧等を実施する。除染係は放射性物質の汚染除去等を実施する。放管係は被ばく管理・

汚染管理等を実施する。救護消火係には、救護班及び消火班を置き、消火班は消火活動（初期消

火活動を含む。）を救護班は負傷者発生時の救出・救護活動を実施する。 

(ⅴ) 情報１係は各種情報の収集や関係機関への通報・連絡等を実施する。情報２係は原子力災害合

同対策協議会での情報交換等を実施する。総務広報係は事業所内への周知、要員の呼集等を実

施する。調達係は復旧資機材の調達を実施する。警備誘導係は事業所内の警備等を実施する。 

別表２０ 緊急対策本部、実施組織及び支援組織の任務（第 84条関係） 

組織 任務 

本部長 緊急対策本部を統括し、事業所防災組織を指揮する。 

緊

急

対

策

本

部 

副本部長 緊急対策本部の統括について、本部長を補佐する。本部長が不在の時には、その職務を代行す

る。 

本部長付 緊急対策本部の統括について、本部長及び副本部長を補佐する。 

核燃料取扱主任者 緊急対策本部の運営全般について、本部長に意見を具申する。 

核物質防護管理者 特定核燃料物質の防護の観点から、助言を行う。 

防火管理者 消火活動、防火活動について、助言を行う。 

各係長 本部長の指示に基づき、各係の活動を統括し、本部長へ活動結果の報告等を行う。 

実

施

組

織 

施設責任者 加工施設等の点検及び点検に際して必要な措置を行い、得られた結果を本部長及び工務係に報

告する。 

技術係 非常事態における事故状況の把握、事故影響範囲の推定、事故拡大防止対策の検討を行う。 

放管係 事故現場等の必要箇所の放射線量、汚染の程度を測定すると共に、防護活動全般について放射

線防護上必要な測定を行い、被ばく管理・汚染管理を行う。また、警備誘導係と協力して非常

時の管理区域、非常立入禁止区域、制限区域を設定・管理を行う。 

工務係 構内諸施設、建物、資材、事故現場に対する防護措置（電源切断、ガス置換並びに遮断等）及

び物品持出し、復旧時の施設設備の整備・点検・応急措置を行う。 

除染係 汚染区域のウラン回収及び除染並びに負傷者・救助者等の除染を行う。 

救護消火係 救護班は負傷者の応急処置、看護を行うと共に、適切な医療機関への移送を担当する。 

第１種管理区域での要救助者の救助に当たってはできる限り従業員が行うものとし、やむを得

ず外部（消防署等）の援助を受ける場合は、必要な情報を伝達すると共に可能な限り当該援助

者の被ばく並びに身体汚染を防止する措置をとる。 

被ばく又は身体汚染した負傷者を医療機関へ搬送する場合は、除染係及び放管係の協力の下、

除染及び二次汚染防止等の措置を講じた上で、放管係担当者が同行する。 

消火班は消火活動等を行う。 

支

援

組

織 

情報１係 非常事態が発生した場合における当該事象に関する各種情報の整理、社内他部門との情報連絡

及び国・自治体等社外関係機関への通報・連絡を行う。 

情報２係 非常事態が発生した場合は、当該事象に関する各種情報の整理、社内他部門との情報連絡を行

い、情報１係を支援する。 

原災法事象に進展する恐れのある場合を含めて、原災法に対応する場合は、熊取オフサイトセ

ンターへ出向き、関係機関と情報交換・相互協力を行う。 

総務広報係 非常事態が発生した場合における当該事象に関する事業所内への周知、要員の呼集、広報及び

他の係に属さない事項を行うとともに総務広報係長は外部機関への連絡責任者となる。 

調達係 非常事態の発生又は拡大防止のために必要な資機材の調達及び輸送を行う。 

警備誘導係 外来者を含む施設からの退避者の誘導、公設消防等への助言・誘導、負傷者の救出等への支援

を行う。また、放管係と協力して非常時の管理区域、非常立入禁止区域、制限区域の縄張り、

表示、構内通路の遮断等及び監視警戒を行うと共に出入管理を行う。 
 

別表２０では、加工事業

変更許可申請書の記載

に基づく緊急対策本部、

実施組織及び支援組織

の任務について定めて

いる。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

添７ロ(ﾛ)の第２表 資機材一覧（加工事業変更許可申請書 p7-27） 

分類 資機材の種類 
数量の 
考え方* 

数量 保管場所 
点検内容 
点検頻度 

放射線障害
防護用器具 

汚染防護服 Ａ 
各 36組 
以上 

計 72組 
以上 

事務棟、敷地内 
外観･員数 
１年毎 

呼吸用ボンベマスク Ａ 各 2式 
以上 

計 15式 事務棟、第２加工棟、敷
地内 

外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

フィルタ付防護マ
スク 

半面マスク 

Ａ 

各 36式 
以上 

計 72式 
以上 

事務棟、敷地内 外観･員数 
１年毎 

全面マスク 
各 36式 
以上 

計 72式 
以上 

非常用通信
機器(*1) 

緊急時優先電話（専用電話回線） Ｃ 1回線 保安棟 
員数・動作 
６ヶ月毎 

ファクシミリ Ｂ 
各 1台 
以上 計 3台 事務棟、保安棟 

外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

携帯電話等 Ｃ 7台 事務棟 
員数・動作 
６ヶ月毎 

衛星電話 Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 
外観･動作 
６ヶ月毎 

携帯型無線（消防専用回線） Ｃ 1台 保安棟 
外観･動作 
６ヶ月毎 

緊急呼出装置 Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
６ヶ月毎 

事業所内放送設備 Ｃ 1式 
保安棟、第１加工棟、第
２加工棟 

外観･動作 
６ヶ月毎 

計測器等
(*1) 

排気筒モニタリン
グ設備その他の固
定式測定器 

排気筒モニタ（α線
排気モニタ） 

Ｃ 2台 第２加工棟、第１廃棄
物貯蔵棟 

動作 
６ヶ月毎 

ガンマ線測定用サーベイメータ Ｂ 各 2台 計 4台 事務棟、保安棟 外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

中性子線測定用サーベイメータ Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

空間放射線積算線量計 
Ｃ 

4 個 事務棟 員数 
１年毎 

同上リーダ 1台 第１加工棟 動作 
６ヶ月毎 

表面汚染密度測定用サーベイメータ Ｃ 2 台 保安棟 外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

可搬式ダスト測定
関連機器 

サンプラ Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟 外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

測定器 Ｃ 2 台 事務棟 外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

可搬式の放射性ヨ
ウ素測定関連機器 

サンプラ Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 
外観･員数･動作 

６ヶ月毎 

測定器 Ｃ 1 台 事務棟 

個人用外部被ばく線量測定器 Ａ 各 10個 
以上 

計 40個 
以上 

事務棟、第２加工棟、第
１加工棟、第１廃棄物
貯蔵棟 

外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

 

別表２１ 非常時用資機材（第 85条関係） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１）

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

放
射
線
障
害
防
護
用
器
具 

汚染防護服 汚染防護服 Ａ 各 36 組
以上 

計72組
以上 

事務棟、敷地内 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

呼吸用ボンベマスク 呼吸用ボンベマスク Ａ 各 2 式
以上 

計15式 事務棟、第２加工
棟、敷地内 

外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

フィルタ付
防護マスク 

半 面 マ ス
ク 

半面マスク Ａ 各 36 式
以上 

計72式
以上 

事務棟、敷地内 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

全 面 マ ス
ク 

全面マスク Ａ 各 36 式
以上 

計72式
以上 

事務棟、敷地内 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

非
常
用
通
信
機
器
（
注
２
） 

緊急時優先電話（専用電
話回線） 

所外通信連絡設備 緊急時
優先電話（専用電話回線）（注
１０） 

Ｃ 1 台 保安棟 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

ファクシミリ 所外通信連絡設備 ファク
シミリ（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 3台 事務棟、保安棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯電話等 所内通信連絡設備（所内携帯
電話機（PHS アンテナ））に付
属する所内携帯電話機（PHS）
（注３）（注１０） 

Ｃ 7台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（固定電話
機）（注４）（注１０） 

Ｃ 25 台 事務棟、保安棟、第
２加工棟 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（無線機）
（注５）（注１０） 

Ｃ 12 台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 一般回
線（注６）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 携帯電
話（注７）（注１０） 

Ｃ 1 式 緊急対策本部員 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 ＩＰ電
話（注１０） 

Ｃ 3台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 社内網
の利用（注８）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

衛星電話 所外通信連絡設備 衛星携
帯電話（注１０） 

Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟（緊
急対策本部） 

外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯型無線（消防専用回
線） 

所外通信連絡設備 携帯型
無線（消防専用回線）（注１
０） 

Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

緊急呼出装置 緊急呼出装置 Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

事業所内放送設備 所内通信連絡設備（放送設備
（アンプ））に付属するマイ
ク（注９）（注１０） 

Ｃ 1 式 保安棟、第１加工
棟、第２加工棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

計
測
器
等
（
注
２
） 

排気筒モニ
タリング設
備その他の
固定式測定
器 

排 気 筒 モ
ニタ（α線
排 気 モ ニ
タ） 

ダストモニタ（排気用モニ
タ）（注１０） 

Ｃ 2台 第２加工棟、第１
廃棄物貯蔵棟 

動作 
１回／６月 

環境安全部長 

ガンマ線測定用サーベイ
メータ 

ガンマ線測定用サーベイメ
ータ 

Ｂ 各 2台 計 4台 事務棟、保安棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

中性子線測定用サーベイ
メータ 

中性子線測定用サーベイメ
ータ 

Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

空間放射線積算線量計 熱蛍光線量計（TLD） Ｃ 4個 事務棟 員数 
１回／年 

環境安全部長 

同上リーダ 熱蛍光線量計（TLD）リーダ Ｃ 1台 第１加工棟 動作 
１回／６月 

環境安全部長 

表面汚染密度測定用サー
ベイメータ 

表面汚染密度測定用サーベイ
メータ 

Ｃ 2台 保安棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

可搬式ダ
スト測定
関連機器 

サンプラ 可搬式ダストサンプラ Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

測定器 表面汚染密度測定用サーベイ
メータ 

Ｃ 2台 事務棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

可搬式の
放射性ヨ
ウ素測定
関連機器 

サンプラ（可
搬式ダスト測
定関連機器の
サ ン プ ラ 兼
用） 

可搬式ヨウ素サンプラ Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

測定器 表面汚染密度測定用サーベイ
メータ 

Ｃ 1台 事務棟 外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

個人用外部被ばく線量測
定器 

個人線量計（電子式線量計） Ａ 各 10 個
以上 

計40個
以上 

事務棟、第２加工
棟、第１加工棟、第
１廃棄物貯蔵棟 

外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 
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添７ロ(ﾛ)の第２表 資機材一覧（つづき）（加工事業変更許可申請書 p7-28） 

分類 資機材の種類 
数量の 
考え方※ 

数量 保管場所 
点検内容 
点検頻度 

消火用資機
材(*1) 

防火衣 
簡易防火衣 Ｂ 各 6式 計 12式 保安棟、第２加工棟 

外観･員数 
１年毎 

耐熱防護服 Ｂ 各 2式 計 4式 保安棟、第２加工棟 
外観･員数 
１年毎 

粉末消火器 Ｃ 1式 敷地内 
外観･員数 
６ヶ月毎 

屋外消火栓 Ｃ 1式 敷地内 
外観･員数･動作 

６ヶ月毎 

屋内消火栓 Ｃ 1式 第２加工棟 
外観･員数･動作 

６ヶ月毎 

可搬消防ポンプ Ｂ 各 1式 計 2式 第２加工棟、敷地内 
外観･員数･動作 

６ヶ月毎 

消火栓ポンプ Ｃ 2式 
発電機・ポンプ棟、敷
地内 

外観･員数･動作 
６ヶ月毎 

消火栓水槽 Ｃ 2式 
発電機・ポンプ棟、敷
地内 

外観･員数 
１年毎 

貯水槽 Ｃ 2式 敷地内 
外観･員数 
１年毎 

その他資機
材 

ヨウ化カリウム製剤 Ａ 1,000 錠 事務棟、保安棟 
員数 
１年毎 

担架 Ｂ 各 1台 計 5台 
保安棟、第２加工棟、第
１加工棟、発電機・ポン
プ棟、敷地内 

外観･員数 
１年毎 

除染用具 Ｂ 各 1式 計 3式 事務棟、第２加工棟 
員数 
１年毎 

被ばく者輸送のために使用可能な車両 Ｃ 1台 敷地内 
外観･員数･動作 

６ヶ月毎 

可搬式発電機 Ｂ 各 1台 計 4台 
事務棟、保安棟、第２加
工棟、第１加工棟 

外観･動作 
６ヶ月毎 

照明具類(*1) 

投光器 Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、第２加工棟 
外観･動作 
６ヶ月毎 

携帯用照明 Ａ 30 台以上 事務棟、保安棟 
外観･動作 
６ヶ月毎 

外扉等の目張り用資機材 Ｂ 各 1式 計 2式 保安棟、第２加工棟 
外観･員数 
１年毎 

建物、設備損傷時の養生用資機材 Ｂ 各 1式 計 2式 保安棟、第２加工棟 
外観･員数 
１年毎 

飛散ウラン回収用資機材 Ｂ 各 1式 計 2式 保安棟、第２加工棟 
外観･員数 
１年毎 

 

 

別表２１ 非常時用資機材（続き） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１） 

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

消
火
用
資
機
材
（
注
２
） 

防火衣 簡易防火衣 簡易防火衣 Ｂ 各 6式 計 12式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

耐熱防護服 耐熱防護服 Ｂ 各 2式 計 4式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

粉末消火器 粉末消火器 Ｃ 1式 敷地内 外観･員数 
１回／６月 

設備管理部長 

消火設備 消火器（注１０） Ｃ 1式 第１加工棟、第２加
工棟、第１廃棄物貯
蔵棟、第３廃棄物貯
蔵棟、第５廃棄物貯
蔵棟、発電機・ポン
プ棟 

外観･員数 
１回／６月 

設備管理部長 

屋外消火栓 屋外消火栓 Ｃ 3台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火設備 屋外消火栓（注１
０） 

Ｃ 6台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

屋内消火栓 消火設備 屋内消火栓（注１
０） 

Ｃ 13 台 第２加工棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬消防ポンプ 消火設備 可搬消防ポンプ
（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 2台 第２加工棟、敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火栓ポンプ 消火栓ポンプ Ｃ 1台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火設備 屋外消火栓に付
属する消火栓ポンプ（注１
０） 

Ｃ 1台 発電機・ポンプ棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火栓水槽 消火設備 屋外消火栓に付
属する消火栓水槽（注１０） 

Ｃ 1基 発電機・ポンプ棟 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

消火設備 可搬消防ポンプ
に付属する消火栓水槽（注１
０） 

Ｃ 1基 敷地内 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

貯水槽 消火設備 可搬消防ポンプ
に付属する貯水槽（注１０） 

Ｃ 2基 敷地内 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

そ
の
他
資
機
材 

ヨウ化カリウム製剤 ヨウ化カリウム製剤 Ａ 1,000 錠 事務棟、保安棟 員数 
１回／年 

環境安全部長 

担架 担架 Ｂ 各 1台 計 5台 保安棟、第２加工
棟、第１加工棟、発
電機・ポンプ棟、敷
地内 

外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

除染用具 除染用具 Ｂ 各 1式 計 3式 事務棟、第２加工棟 員数 
１回／年 

環境安全部長 

被ばく者輸送のために使用
可能な車両 

被ばく者輸送のために使用可能
な車両 

Ｃ 1台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

可搬式発電機 可搬型照明 可搬型エンジ
ン駆動照明に付属するエン
ジン駆動発電機（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、第２加工棟 外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬型照明 可搬式 2800 VA
ガソリン発電機（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 3台 事務棟、保安棟、第
１加工棟 

外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

照明具類
（注２） 

投光器 可搬型照明 可搬型エンジ
ン駆動照明（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、第２加工棟 外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

携帯用照明 携帯用照明 Ａ 30 台以上 事務棟、保安棟 外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬型照明 ヘッドライト
（注１０） 

Ａ 20 個 部品検査設備棟 外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬型照明 手動発電ライ
ト（注１０） 

Ａ 2個 部品検査設備棟 外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬型照明 可搬型ライト
（注１０） 

Ａ 10 個 部品検査設備棟 外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬型照明 懐中電灯（注１
０） 

Ａ 20 個 事業所内各所（事務
棟、保安棟、第１加
工棟、第２加工棟、
第１廃棄物貯蔵棟） 

外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

外扉等の目張り用資機材 外扉等の目張り用資機材 Ｂ 各 1式 計 2式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

建物、設備損傷時の養生
用資機材 

建物、設備損傷時の養生用資
機材 

Ｂ 各 1式 計 2式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

飛散ウラン回収用資機材 飛散ウラン回収用資機材 Ｂ 各 1式 計 2式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

燃料製造部長 

 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 
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25 

加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

添７ロ(ﾛ)の第２表 資機材一覧（つづき）（加工事業変更許可申請書 p7-28） 

 
※資機材数量の考え方 
Ａ：使用する要員又は必要とする数量に加え、消耗等を考慮して予備を必要とするもので、代替の保管数量を分散して配備するもの 

例：汚染防護服 
Ｂ：使用する要員又は必要とする数量に対し、予備を必要としないもので、代替の保管数量を分散して配備するもの 

例：可搬消防ポンプ、衛星電話 
Ｃ：要員に付与又は設備に固定され、他の資機材で代替可能であるため、予備を必要としないもの 

例：排気筒モニタ（可搬式ダスト測定関連機器（可搬式ダストサンプラ、汚染密度測定用サーベイメータ）で代替可能） 
(*1)：外部電源が必要なものに関しては、非常用電源設備若しくは可搬式発電機に接続する又はバッテリを内蔵する構成とし、外部電

源が期待できない場合でも動作可能とする。 

 

別表２１ 非常時用資機材（続き） 

 
（注１）資機材数量の考え方 

Ａ：使用する要員又は必要とする数量に加え、消耗等を考慮して予備を必要とするもので、代替の保管数量を分散して配備するもの 

例：汚染防護服 

Ｂ：使用する要員又は必要とする数量に対し、予備を必要としないもので、代替の保管数量を分散して配備するもの 

例：可搬消防ポンプ、衛星電話 

Ｃ：要員に付与又は設備に固定され、他の資機材で代替可能であるため、予備を必要としないもの 

例：排気筒モニタ（可搬式ダスト測定関連機器（可搬式ダストサンプラ、汚染密度測定用サーベイメータ）で代替可能） 

（注２）外部電源が必要なものに関しては、非常用電源設備若しくは可搬式発電機に接続する又はバッテリを内蔵する構成とし、外部

電源が期待できない場合でも動作可能とする。 
（注３）所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））に付属する所内携帯電話機（PHS）は、事務棟（緊急対策本部）に設置

する。所内携帯電話機（PHS）は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台に接続した所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS

アンテナ））を介して、相互間の通信連絡を行うことが可能とする。 

（注４）所内通信連絡設備（固定電話機）は、事務棟に 1台、保安棟に 1台、第２加工棟に 23台設置する。所内通信連絡設備（固定電

話機）は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台を介して、相互間の通信連絡を行うことが可能とする。 

（注５）所内通信連絡設備（無線機）は、相互間での通信連絡を行うことが可能とする。 

（注６）所外通信連絡設備 一般回線は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台を介して外部と通信連絡を行う。 

（注７）所外通信連絡設備 携帯電話は、緊急対策本部員が 1台以上保持する。 

（注８）所外通信連絡設備 社内網の利用は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台を介し、社内他地区の電話交換機を使用して外部と

通信連絡を行う。 

（注９）所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））に付属するマイクは、第１加工棟、第２加工棟、保安棟、事務棟（緊急対策本部）

に設置する。いずれのマイクによっても、所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））に接続した事業所内全域の所内通信連絡

設備（放送設備（スピーカ））から事業所内建物における放送が可能とする。 

（注１０）設計基準において想定される事象に対する設計（加工施設の技術基準に関する規則の要求事項）を踏まえた加工施設とす

る。 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（第５次設工認申請書 p2285） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第５次設工認申請書 p3009） 

第１廃棄物貯蔵棟、第３廃棄物貯蔵棟、屋外に設置する通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））は、第３次申請で申

請済みの第１加工棟に設置する通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））に接続する。発電機・ポンプ棟に設置する通信

連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））は、第４次申請で申請済みの第２加工棟に設置する通信連絡設備 所内通信連絡

設備（放送設備（アンプ））に接続する。第１加工棟の通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））には、マイクが付属す

る。第２加工棟の通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））には、マイクが付属すると共に、事務棟（緊急対策本部）、

保安棟に設置するマイクを付属させる。第１加工棟及び第２加工棟の通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））に付属す

るいずれのマイクによっても、所内全域の通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））から事業所内建物における放送が

可能とする。 

別表２１ 非常時用資機材（第 85条関係）（非常用通信機器を抜粋して再掲） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１）

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

非
常
用
通
信
機
器
（
注
２
） 

緊急時優先電話（専用電
話回線） 

所外通信連絡設備 緊急時
優先電話（専用電話回線）（注
１０） 

Ｃ 1 台 保安棟 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

ファクシミリ 所外通信連絡設備 ファク
シミリ（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 3台 事務棟、保安棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯電話等 所内通信連絡設備（所内携帯
電話機（PHS アンテナ））に付
属する所内携帯電話機（PHS）
（注３）（注１０） 

Ｃ 7台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（固定電話
機）（注４）（注１０） 

Ｃ 25 台 事務棟、保安棟、第
２加工棟 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（無線機）
（注５）（注１０） 

Ｃ 12 台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 一般回
線（注６）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 携帯電
話（注７）（注１０） 

Ｃ 1 式 緊急対策本部員 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 ＩＰ電
話（注１０） 

Ｃ 3台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 社内網
の利用（注８）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

衛星電話 所外通信連絡設備 衛星携
帯電話（注１０） 

Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟（緊
急対策本部） 

外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯型無線（消防専用回
線） 

所外通信連絡設備 携帯型
無線（消防専用回線）（注１
０） 

Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

緊急呼出装置 緊急呼出装置 Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

事業所内放送設備 所内通信連絡設備（放送設備
（アンプ））に付属するマイ
ク（注９）（注１０） 

Ｃ 1 式 保安棟、第１加工
棟、第２加工棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

 

（注９）所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））に付属するマイクは、第１加工棟、第２加工棟、保安棟、事務棟（緊急対策本部）に

設置する。いずれのマイクによっても、所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））に接続した事業所内全域の所内通信連絡設備

（放送設備（スピーカ））から事業所内建物における放送が可能とする。 

（注１０）設計基準において想定される事象に対する設計（加工施設の技術基準に関する規則の要求事項）を踏まえた加工施設とする。 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 

 

非常用通信機器の一部に

ついては、加工施設の技

術基準に関する規則の要

求事項を踏まえて設工認

申請書において詳細化し

たものとしている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（第５次設工認申請書 p2286） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

別表２１ 非常時用資機材（第 85条関係）（非常用通信機器を抜粋して再掲） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１）

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

非
常
用
通
信
機
器
（
注
２
） 

緊急時優先電話（専用電
話回線） 

所外通信連絡設備 緊急時
優先電話（専用電話回線）（注
１０） 

Ｃ 1 台 保安棟 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

ファクシミリ 所外通信連絡設備 ファク
シミリ（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 3台 事務棟、保安棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯電話等 所内通信連絡設備（所内携帯
電話機（PHS アンテナ））に付
属する所内携帯電話機（PHS）
（注３）（注１０） 

Ｃ 7台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（固定電話
機）（注４）（注１０） 

Ｃ 25 台 事務棟、保安棟、第
２加工棟 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（無線機）
（注５）（注１０） 

Ｃ 12 台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 一般回
線（注６）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 携帯電
話（注７）（注１０） 

Ｃ 1 式 緊急対策本部員 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 ＩＰ電
話（注１０） 

Ｃ 3台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 社内網
の利用（注８）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

衛星電話 所外通信連絡設備 衛星携
帯電話（注１０） 

Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟（緊
急対策本部） 

外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯型無線（消防専用回
線） 

所外通信連絡設備 携帯型
無線（消防専用回線）（注１
０） 

Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

緊急呼出装置 緊急呼出装置 Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

事業所内放送設備 所内通信連絡設備（放送設備
（アンプ））に付属するマイ
ク（注９）（注１０） 

Ｃ 1 式 保安棟、第１加工
棟、第２加工棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

 

（注３）所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））に付属する所内携帯電話機（PHS）は、事務棟（緊急対策本部）に設置

する。所内携帯電話機（PHS）は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台に接続した所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS ア

ンテナ））を介して、相互間の通信連絡を行うことが可能とする。 

（注４）所内通信連絡設備（固定電話機）は、事務棟に 1台、保安棟に 1台、第２加工棟に 23台設置する。所内通信連絡設備（固定電

話機）は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台を介して、相互間の通信連絡を行うことが可能とする。 

（注５）所内通信連絡設備（無線機）は、相互間での通信連絡を行うことが可能とする。 

（注１０）設計基準において想定される事象に対する設計（加工施設の技術基準に関する規則の要求事項）を踏まえた加工施設とする。 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 

 

非常用通信機器の一部に

ついては、加工施設の技

術基準に関する規則の要

求事項を踏まえて設工認

申請書において詳細化し

たものとしている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（続き） 

 

（第５次設工認申請書 p228） 

追第４次 表ハ－２－１ 第２加工棟  仕様 

技
術
基
準
に
基
づ
く
仕
様 

通信連絡設備 

[25.1-F1] 

{8007-11}通信連絡設備 所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））、{8007-13}通信連絡設備 

所内通信連絡設備（固定電話機）の配置を図リ－２－１－２－１～図リ－２－１－２－５に、系統図を図

リ－２－１－１０に示す。 

 

○設備の員数（通信連絡設備） 

・{8007}所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））：66 台 

・{8007-12}所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））：1 台 

・{8007-11}所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））：15 台 

・{8007-13}所内通信連絡設備（固定電話機）：23 台 

 

（第５次設工認申請書 p2065） 

表リ－他－９ 通信連絡設備 所内通信連絡設備（固定電話機）  仕様 

設備・機器名称 

 機器名 

{8007-19}通信連絡設備 

所内通信連絡設備（固定電話機） 

設置場所 事務棟、保安棟 

員数 1 式（事務棟：1 台、保安棟：1 台） 

 

（第５次設工認申請書 p2062） 
表リ－他－７ 通信連絡設備 所内通信連絡設備（電話交換機）  仕様 

設備・機器名称 

 機器名 

{8007-16}通信連絡設備 

所内通信連絡設備（電話交換機） 

設置場所 事務棟 

員数 1 式 

 

（第５次設工認申請書 p2064） 

表リ－他－８ 通信連絡設備 所内通信連絡設備（無線機）  仕様 

設備・機器名称 

 機器名 

{8007-17}通信連絡設備 

所内通信連絡設備（無線機） 

設置場所 事務棟（緊急対策本部） 

員数 1 式（12 台） 
 

別表２１ 非常時用資機材（第 85条関係）（非常用通信機器を抜粋して再掲） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１）

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

非
常
用
通
信
機
器
（
注
２
） 

緊急時優先電話（専用電
話回線） 

所外通信連絡設備 緊急時
優先電話（専用電話回線）（注
１０） 

Ｃ 1 台 保安棟 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

ファクシミリ 所外通信連絡設備 ファク
シミリ（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 3台 事務棟、保安棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･員数･動
作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯電話等 所内通信連絡設備（所内携帯
電話機（PHS アンテナ））に付
属する所内携帯電話機（PHS）
（注３）（注１０） 

Ｃ 7台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（固定電話
機）（注４）（注１０） 

Ｃ 25 台 事務棟、保安棟、第
２加工棟 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所内通信連絡設備（無線機）
（注５）（注１０） 

Ｃ 12 台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 一般回
線（注６）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 携帯電
話（注７）（注１０） 

Ｃ 1 式 緊急対策本部員 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 ＩＰ電
話（注１０） 

Ｃ 3台 事務棟（緊急対策
本部） 

員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

所外通信連絡設備 社内網
の利用（注８）（注１０） 

Ｃ 1 式 事業所内全域 員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

衛星電話 所外通信連絡設備 衛星携
帯電話（注１０） 

Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟（緊
急対策本部） 

外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

携帯型無線（消防専用回
線） 

所外通信連絡設備 携帯型
無線（消防専用回線）（注１
０） 

Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

緊急呼出装置 緊急呼出装置 Ｃ 1台 保安棟 外観･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

事業所内放送設備 所内通信連絡設備（放送設備
（アンプ））に付属するマイ
ク（注９）（注１０） 

Ｃ 1 式 保安棟、第１加工
棟、第２加工棟、事
務棟（緊急対策本
部） 

外観･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

 

（注３）所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））に付属する所内携帯電話機（PHS）は、事務棟（緊急対策本部）に設置

する。所内携帯電話機（PHS）は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台に接続した所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS ア

ンテナ））を介して、相互間の通信連絡を行うことが可能とする。 

（注４）所内通信連絡設備（固定電話機）は、事務棟に 1台、保安棟に 1台、第２加工棟に 23台設置する。所内通信連絡設備（固定電

話機）は、所内通信連絡設備（電話交換機）1台を介して、相互間の通信連絡を行うことが可能とする。 

（注５）所内通信連絡設備（無線機）は、相互間での通信連絡を行うことが可能とする。 

（注１０）設計基準において想定される事象に対する設計（加工施設の技術基準に関する規則の要求事項）を踏まえた加工施設とする。 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 

 

非常用通信機器の一部に

ついては、加工施設の技

術基準に関する規則の要

求事項を踏まえて設工認

申請書において詳細化し

たものとしている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（第５次設工認申請書 p1858） 

表チ－設－６－２ ダストモニタ（排気用モニタ） 仕様 

設備・機器名称 

 機器名 

{7024} 

ダストモニタ（排気用モニタ） 

― 

設置場所 第２加工棟 第２フィルタ室 

員数 1 式（1 台） 

 

（第５次設工認申請書 p1862） 

表チ－設－７－１ ダストモニタ（排気用モニタ） 仕様 

設備・機器名称 

 機器名 

{7025} 

ダストモニタ（排気用モニタ） 

― 

設置場所 第１廃棄物貯蔵棟 Ｗ１廃棄物処理室 

員数 1 式（1 台） 
 

別表２１ 非常時用資機材（第 85条関係）（計測器等を抜粋して再掲） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１）

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

計
測
器
等
（
注
２
） 

排気筒モニ
タリング設
備その他の
固定式測定
器 

排 気 筒 モ
ニタ（α線
排 気 モ ニ
タ） 

ダストモニタ（排気用モニタ）
（注１０） 

Ｃ 2台 第２加工棟、第１廃
棄物貯蔵棟 

動作 
１回／６月 

環境安全部長 

ガンマ線測定用サーベイ
メータ 

ガンマ線測定用サーベイメー
タ 

Ｂ 各 2台 計 4台 事務棟、保安棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

中性子線測定用サーベイ
メータ 

中性子線測定用サーベイメー
タ 

Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

空間放射線積算線量計 熱蛍光線量計（TLD） Ｃ 4個 事務棟 員数 
１回／年 

環境安全部長 

同上リーダ 熱蛍光線量計（TLD）リーダ Ｃ 1台 第１加工棟 動作 
１回／６月 

環境安全部長 

表面汚染密度測定用サー
ベイメータ 

表面汚染密度測定用サーベイ
メータ 

Ｃ 2台 保安棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

可搬式ダ
スト測定
関連機器 

サンプラ 可搬式ダストサンプラ Ｂ 各 2台 計 4台 保安棟、事務棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

測定器 表面汚染密度測定用サーベイ
メータ 

Ｃ 2台 事務棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

可搬式の
放射性ヨ
ウ素測定
関連機器 

サンプラ（可搬
式ダスト測定
関連機器のサ
ンプラ兼用） 

可搬式ヨウ素サンプラ Ｂ 各 1台 計 2台 保安棟、事務棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

測定器 表面汚染密度測定用サーベイ
メータ 

Ｃ 1台 事務棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

個人用外部被ばく線量測
定器 

個人線量計（電子式線量計） Ａ 各 10 個
以上 

計 40個
以上 

事務棟、第２加工
棟、第１加工棟、第
１廃棄物貯蔵棟 

外観･員数･動作 
１回／６月 

環境安全部長 

 

（注１０）設計基準において想定される事象に対する設計（加工施設の技術基準に関する規則の要求事項）を踏まえた加工施設とす

る。 

 

 

 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 

 

計測器等の一部につい

ては、加工施設の技術基

準に関する規則の要求

事項を踏まえて設工認

申請書において詳細化

したものとしている。 
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加工事業変更許可申請書又は設工認申請書の記載 保安規定変更申請 変更後の図表 対応状況の説明 

（第５次設工認申請書 p2082） 

追第３次 表リ－４－１ 非常用設備 

設置場所 設備・機器名称 

機器名 

汎用部品 技術基準に基

づく仕様 

員数 変更内容 添付図 

第１加工

棟 

{8010-5} 

消火設備 

消火器 

消火器 火災等による

損傷の防止 

1 式 

（ABC 粉末消火器 10 型：20 本 

ABC 粉末消火器 20 型：13 本 

ABC 粉末消火器 50 型：2 本） 

増設（1 本撤去、

3 本増設） 

図リ－４－１－４ 

 

（第５次設工認申請書 p2084、p2085） 

追第４次 表リ－２－１ 建物の付属設備 

設備・機器名称 

機器名 

変更内容 員数 一般産業

用工業品 

添付図 関係する建物本体 

（仕様表番号） 

{8010} 

消火設備 

消火器 

増設（一部移設、

追加） 

1 式 

（ABC 粉末消火器 10型：102 本 

ABC 粉末消火器 50型：17 本 

BC 粉末消火器 20型：19 本 

金属火災用消火器：3 本 

二酸化炭素消火器：1 本 

乾燥砂（消火用）：2 個） 

消火器 図リ－２－１－４－１～

図リ－２－１－４－５ 

第２加工棟 

（表ハ－２－１） 

{8010-4} 

消火設備 

消火器 

新設 1 式 

（ABC 粉末消火器 50型：2 本 

ABC 粉末消火器 10型：1 本） 

消火器 図リ－２－１－６ 第５廃棄物貯蔵棟 

（表ト－４－１） 

 

（第５次設工認申請書 p2040、p2041、p2042） 

表リ－他－１ 建物、設備・機器の付属設備、周辺監視区域内に配置する緊急設備等 仕様 

設置場所 設備・機器名称 

機器名 

変更

内容 

員数 技術基準に対

する仕様 

添付図 関係する施設本体 

（仕様表番号） 

第１廃棄

物貯蔵棟 

{8010-2} 

消火設備 

消火器 

改造 1 式 

（ABC 粉末消火器 10 型：21 本 

二酸化炭素消火器：1 本） 

火災等による

損傷の防止 

図リ－他－１（５） 

図リ－他－１（６） 

第１廃棄物貯蔵棟 

（表ト－Ｗ１建－１） 

第３廃棄

物貯蔵棟 

{8010-3} 

消火設備 

消火器 

変更

なし 

1 式 

（ABC 粉末消火器 10 型：6 本） 

火災等による

損傷の防止 

図リ－他－２（５） 

図リ－他－２（６） 

第３廃棄物貯蔵棟 

（表ト－Ｗ３建－１） 

発電機・

ポンプ棟 

{8010-7} 

消火設備 

消火器 

改造 1 式 

（ABC 粉末消火器 10 型：4 本） 

火災等による

損傷の防止 
図リ－他－３ 発電機・ポンプ棟 

（表リ－建－１） 

 

別表２１ 非常時用資機材（第 85条関係）（消火用資機材を抜粋して再掲） 
分類 資機材の種類 資機材の名称 数量の

考え方 
（注１） 

数量 保管場所 点検内容 
点検頻度 

管理責任者 

消
火
用
資
機
材
（
注
２
） 

防火衣 簡易防火衣 簡易防火衣 Ｂ 各 6式 計 12式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

耐熱防護服 耐熱防護服 Ｂ 各 2式 計 4式 保安棟、第２加工棟 外観･員数 
１回／年 

環境安全部長 

粉末消火器 粉末消火器 Ｃ 1式 敷地内 外観･員数 
１回／６月 

設備管理部長 

消火設備 消火器（注１０） Ｃ 1式 第１加工棟、第２加
工棟、第１廃棄物貯
蔵棟、第３廃棄物貯
蔵棟、第５廃棄物貯
蔵棟、発電機・ポン
プ棟 

外観･員数 
１回／６月 

設備管理部長 

屋外消火栓 屋外消火栓 Ｃ 3台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火設備 屋外消火栓（注１
０） 

Ｃ 6台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

屋内消火栓 消火設備 屋内消火栓（注１
０） 

Ｃ 13 台 第２加工棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

可搬消防ポンプ 消火設備 可搬消防ポンプ
（注１０） 

Ｂ 各 1台 計 2台 第２加工棟、敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火栓ポンプ 消火栓ポンプ Ｃ 1台 敷地内 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火設備 屋外消火栓に付
属する消火栓ポンプ（注１
０） 

Ｃ 1台 発電機・ポンプ棟 外観･員数･動作 
１回／６月 

設備管理部長 

消火栓水槽 消火設備 屋外消火栓に付
属する消火栓水槽（注１０） 

Ｃ 1基 発電機・ポンプ棟 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

消火設備 可搬消防ポンプ
に付属する消火栓水槽（注１
０） 

Ｃ 1基 敷地内 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

貯水槽 消火設備 可搬消防ポンプ
に付属する貯水槽（注１０） 

Ｃ 2基 敷地内 外観･員数 
１回／年 

設備管理部長 

 

（注１０）設計基準において想定される事象に対する設計（加工施設の技術基準に関する規則の要求事項）を踏まえた加工施設とす

る。 

 

別表２１では、加工事業

変更許可申請書に基づ

き、非常時において使用

する資機材の数量、保管

場所等を定めている。 

 

消火用資機材の一部につ

いては、加工施設の技術

基準に関する規則の要求

事項を踏まえて設工認申

請書において詳細化した

ものとしている。 

  




















